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第２期中期目標に係る事業報告概要

１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置

（１）的確な施設の運用と管理

中期目標

① 施設管理規程に基づき的確な施設の管理を行うとともに、安定的な水供給に努め

ること。特に、渇水等の異常時においては、河川管理者、利水者及び関係機関との

調整を図り、その影響の縮小に努めること。

② 日常的に水質情報を把握し、安全で良質な水の提供に努めること。また、水質が

悪化した場合及び水質事故発生時には、河川管理者、利水者及び関係機関との調整

を図り、その影響の軽減に努めるとともに、必要に応じその対応について率先した

役割を担うこと。

③ 治水機能を有するダム等においては、的確な洪水調節等の操作を行い、洪水被害

の防止又は軽減を図ること。

④ ダム･水路等施設において、ストックマネジメントを実施すると共に、機械化・

電子化を一層推進するなど効率的かつ安全な施設管理を行うこと。また、施設のさ

らなる耐震化や災害発生時の迅速な災害復旧工事等の的確な実施を図ること。

さらに、施設管理に附帯する業務や発電等の受託業務の的確な実施を行うこと。

① 安定的な用水の供給

１）安定的な用水の供給 （８頁）

中期目標期間中、機構は利水者の水利用計画、河川流量、雨量等の水象・気象情報

を的確に把握するとともに、全ての施設についてその機能が確実に発揮できるよう定

期的な点検や整備を行い、安定的な用水供給に努めた。

また、地域の水利用状況を把握し、水利用に関する利水者の計画、要望のもと中立

的な立場で利水者毎の配水量の調整を行い、取水・導水を行った。

さらに施設における地震や第三者事故等災害の発生においても、受水者側での影響

を最小化するべく、関係機関と連携して迅速かつ機動的な対応を行った。

特に、平成２３年３月に東北地方太平洋沖地震が発生し、関東管内の施設が大きな

被害を受けたが、機構全体で応援体制をとり、早期の応急復旧にあたったことで、利

水への影響を最小限に抑えることが出来た。中でも、霞ヶ浦用水においては、管路の

被災のため、用水供給を全面的に停止せざるを得ない状況となった。被災状況から、

復旧には約１ヶ月を要することが予想されたが、断水の影響を勘案し速やかに復旧を

行うべく、本社や他の事務所より応援要員を派遣し、応急復旧に当たり、発災後７日

目には水道用水及び工業用水の供給を再開した。残りの管路についても、水田かんが

い期が始まる４月２０日までに復旧を終え、水田の作付に間に合わせた。

また、東京電力管内の電力供給能力の低下に伴う計画停電、その後の電力使用制限
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にあたっても、各該当事務所において揚水機場等の節電計画を作成し、各利水者への

協力要請等を行い、各用水の安定供給に支障を及ぼすことなく的確に対応した。

２）渇水への対応 （１４頁）

気候変動による利水運用面への影響の検討を行うために、指定７水系における機構

が管理するダム・堰に関連する流域を対象として流出解析モデルを構築するととも

に、システム構築技術の習得に取り組んだ。

渇水時の対応については、平成２０年度は木曽川、淀川及び吉野川水系において渇

水となり、平成２１年度は木曽川、淀川及び吉野川水系において渇水となり、平成２

２年度は吉野川水系・銅山川３ダムにおいて渇水となったほか筑後川水系において自

主節水を行い、平成２３年度は利根川水系・草木ダム及び吉野川水系・銅山川３ダム

いおいて渇水になったほか筑後川水系において自主節水を行い、平成２４年度は利根

川、木曽川、及び吉野川水系において渇水となったほか豊川水系において自主節水を

行い、該当する事務所に渇水対策本部、渇水対策支部を設置し、渇水調整を行うとと

もに、適時適切な水源情報の発信、関係機関への周知等を行った。また、きめ細かな

水管理や降雨の有効活用により効率的な水運用に努める等、国民生活への影響の軽減

に努めた。

【具体例】

平成２０年度吉野川水系における渇水

吉野川水系における渇水に対して、機構は渇水期間中に次のような取組を行った。

香川用水では、取水制限の強化や降雨による一時的な解除に合わせて、約５，３７４

万ｍ3の水（取水制限のあった７／２５～１１／２５の通水量）を無駄なく送水する

ため、取水口では１４回、幹線水路の分水口では延べ２１１回の操作を昼夜を問わず

実施するなど、きめ細かな送水量の変更操作を行った。

池田総合管理所では、早明浦ダムの利水貯水量の延命を図るため、延べ１２０回に

わたり利水補給の変更作業を昼夜を問わず実施し、約４４４万ｍ3の用水の節約を行

った。併せて、池田ダムでは、早明浦ダム下流の降雨を有効に活用するための操作を

８回実施し、約１０７万ｍ3の水有効活用した。こうして約５５１万ｍ3（仮に香川県

の給を水人口約９３万５千人に配分した場合には約１７日分の使用水量に相当）を有

効活用することによって、渇水被害の軽減に貢献した。

３）水管理情報の発信 （２０頁）

利水及び治水機能を有するダム等において、毎日、水管理に関する情報（流入量、

放流量、水位等）をホームページを通じて発信し、国民及び利水者に情報提供した。

平成２０年度は２０ダム等であったが、順次追加し平成２４年度までに３３ダム等で

実施した。
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② 良質な用水の供給

１）水質保全等の取組 （２４頁）

機構が管理している全５１施設において、日常的に巡視を行ったほか、定期水質調

査、水質自動観測及び利水者等からの水質データの入手等により詳細な水質情報の把

握を行い、必要に応じて速やかに水質対策を実施した。さらに、把握した水質情報は、

積極的に利水者等関係機関に提供を行うとともに、平成２０年度において３６施設で

あったホームページによる水質情報の公表を４１施設に拡大した。

また、ＰＤＣＡサイクルの考え方を取り入れた水質管理計画を作成し、水質保全対

策の一層の推進を図った。水質管理計画は、平成２０年度に２９のダム、２２年度は

１９の水路、２３年度は５の河口堰、２４年度には３の湖沼開発において作成・運用

を行った。

富栄養化、濁水長期化などの水質異常に対しては、曝気循環設備等の各種水質保全

対策設備を設置・運用するほか、関係機関とも連携して流域からの負荷削減に努める

など、水質異常の抑制を図った。

【具体例】

ア）阿木川ダムでは、平成１４年から平成１６年の夏季から秋季にかけての数ヶ月間

貯水池全面にアオコがマット状に厚く発生したが、曝気循環設備を増設し、運用し

たことにより、平成２０年度以降は、夏季に部分的に薄く筋状にアオコが数週間発

生することがあるものの、大幅に発生が抑制された。同様に、浦山ダム、一庫ダム、

寺内ダム等においても例年夏季から秋季にかけてアオコが異常発生していたが、曝

気循環設備を新・増設し、その運用により平成２４年度はアオコの発生が見られな

かった。

イ）木曽川用水右岸施設の幹線水路において、平成２０年９月にカビ臭物質（ジェオ

スミン）濃度の異常値が検出されたが、岐阜県東部広域水道事務所山之上浄水場・

木曽川右岸用水土地改良区連合の協力を得て、年２回の取水工内堆積土砂排除及び

幹線水路フラッシング等を定期的に実施し、それ以降はカビ臭物質の発生を抑制し

ている。

水質異常発生時には、関係機関に速やかに連絡するとともに、臨時水質調査を実施

して、詳細な状況を把握し、状況に応じて選択取水設備の運用やフェンスの設置、ア

オコの回収を行う等、利水者への影響を可能な限り軽減するよう対策を実施し、安全

で良質な水供給に努めた。

【具体例】

両筑平野用水総合事業所（江川ダム）においては、取水塔の周辺に濁水防止膜を設

置し、藻類による水質異常が発生した際、放流水にアオコ等を混入させないような対

策を実施した。

２）水質保全対策設備の運用技術向上 （３４頁）

既設水質保全対策設備の効果を最大限に発揮させるための工夫を行うとともに、新

たな水質保全対策技術を導入・試行することによる水質改善の実証実験に取り組ん
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だ。

【具体例】

ア）奈良俣ダムにおいては、管理開始以降、常時表層取水運用を実施していたため、

１２月～３月の冬季にかけて底層の水が長期にわたって滞留し、嫌気化していた。

平成２２～２４年度に嫌気化対策の実証実験として、冬季に既存施設である底部取

水ゲートによる放流を実施した。この操作により底層の嫌気化した水が強制的に放

流され、下流への影響がないことを確認するとともに、貯水池底層部の嫌気化が改

善されることを確認した。

イ）日吉ダムにおいては、既存の深層曝気装置の余剰空気を有効利用することにより、

浅層部の水質保全及び維持管理コストの縮減を実現する新たな曝気システムを開発

した。この開発により新たな曝気システムとして実用化し、２件の特許を取得した

（３件出願中）。一庫ダム及び布目ダムの深層曝気装置についても同様な改造を行

い、コスト縮減に寄与した。

３）貯水池等流入負荷の把握 （４０頁）

全ダム等において、土地利用状況や汚濁負荷排出源の調査等を行い、流入負荷を把

握するとともに、流入負荷の状況に応じて、関係機関との協議会への参加、地域住民

によるクリーン活動の参加を通して流入負荷軽減のための啓発等の取組を実施した。

【具体例】

ア）阿木川ダムでは、貯水池の水質を改善するため行政機関、住民等と連携した流域

対策を検討するため、平成２１年度に「阿木川ダム流域水質保全対策協議会」を設

立し、毎年１回、協議会を開催して、水質・管理状況及び各機関による流域対策に

係る施策の実施状況等の情報交換を行い、流域内対策の重要性を共有している。

イ）愛知用水総合管理所では、「クリーンアップ愛知池」と称して、機構職員が主体

的に、年間を通じて毎月１回（第３土曜日）、愛知池周辺の清掃美化活動を実施し

ている。なお、ホームページにより地域住民への参加呼びかけを行い、流域負荷軽

減や環境保全意識の向上を図っている。

４）水質事故等発生時の対応 （４４頁）

今中期目標期間に、機構施設及びその周辺河川等において発生した水質事故は１７

０件であり、内２２件については、取水停止等、利水者への影響を生じているが、こ

れらの事態に対し、利水者等と連絡調整を図るとともに、取水位置の変更、オイルフ

ェンス設置等の対策を迅速に実施するなど、水質被害の拡大防止及び被害軽減の措置

を迅速に行った。

このような対応を行う中、平成２２年２月に群馬用水で機構が実施した工事に起因

して浄水場に臭気物質を流入させた事故が発生した。この事故においては、原因の特

定が遅れ、臭気遮断対策、送水停止などの的確な操作及び利水者への情報提供も遅れ

たため、結果として浄水場の取水停止が適時に行われず臭気物質の流入に至った。こ

の時の初動対応における教訓を踏まえ、理事長以下複数の役職員に水質事故情報が同

時にメール通報される仕組みや、水質事故発生時の初動マニュアル見直しなど初動態
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勢の強化を図った。

その他、機構の工事による水質事故としては、武蔵水路改築の関連工事において平

成２３年度に２件、平成２４年度に１件発生した。このうち、平成２３年度に発生し

た２件の事故では、工事に使用していた重機の油圧ホースの破損に起因して武蔵水路

に油が流出した。この際には、武蔵水路内や下流の浄水場取水口へのオイルフェンス

やオイルマットを機構が設置し、油の吸着・除去を行うとともに、水道事業者による

活性炭投入などの対策を講じることにより、水道の供給に影響は生じなかった。

武蔵水路の改築工事においては、平成２３年度に発生した２件の油流出事故を教訓

として、「油を漏らさない」、「油を武蔵水路に入れない」、「油を荒川に流下させない」

の３重の対策を講じることとし、各機械・設備及び場内における養生対策を徹底する

とともに、武蔵水路内に油が流出した際の緊急対応について機構及び施工業者間の連

絡・連携体制強化を図った。

平成２４年１２月に、大口径削孔機の油圧ホースの破損に起因する水質事故が発生

したが、あらかじめ各機械・設備及び場内に施していた養生シートや油圧ホースの外

側を覆う養生用ホースの効果により、漏油の大半を止めることができた。なお、養生

ホースの端部から０．０５Ｌ程度（※）の油が武蔵水路へ飛散したが、機構及び施工

業者の連携のもと、速やかに武蔵水路内にオイルマットを展張し、荒川への油流出は

認められなかった。

今回の事故を踏まえた更なる再発防止策として、工事用重機の油圧ホースを覆う養

生用ホースについて、油圧ホースからの油流出が目視で確認できるように透明なホー

スとし、流出した油を全て養生ホース内に貯め込めるだけの容量を確保することとし

た。また、油圧ホース破損時における養生ホース内の急激な圧力上昇と養生ホース端

部からの油の飛散の防止を目的として、養生ホース端部に油吸着マットを挟み込む対

策等を講じることとした。

※油圧ホースから漏れた５Ｌの油のうち、４.４Ｌが養生ホース内に残り、養生ホー

スから漏れた０．６Ｌのうち、０．５５Ｌ程度は漏油対策を講じた作業構台で受け

止め、武蔵水路への流出量は０．０５Ｌ程度と推定される。

また、各事務所では、水質事故の発生に備えて、オイルフェンス等の資材を備蓄す

るとともに、水質事故の発生を想定した、情報伝達やオイルフェンス設置等の訓練を

機構単独、若しくは関係機関等と合同で実施している。

５）水質調査結果等の公表 （５４頁）

各施設の水質調査結果等については、毎年、前年分のデータを「水質年報」として

取りまとめ公表するとともに、関係機関への配布を行うなど、広く情報発信を行った。

③ 洪水被害の防止又は軽減

１）施設管理規程に基づく洪水対応 （５６頁）

ダム管理における洪水対応は施設管理規程等に基づき、流水を調節し、ダム下流域

における被害の軽減を図るものである。このため、ダムの水位、流入量、下流河川の
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水位等を把握し、ゲート等の操作を行うとともに、降雨状況を含めた水文情報を基に

放流通知、警戒巡視等を行っている。また、データの収集、ゲート操作情報の連絡通

知等が確実に行えるよう電気通信設備及び機械設備の点検を定期的に実施している。

【具体例】

平成２１年度 名張川上流３ダムの洪水調節

平成２１年１０月８日未明、台風１８号による大雨で、三重県名張市街地を流れる

名張川がはん濫するおそれがあった。機構の木津川ダム総合管理所が総合的に管理す

る名張川上流の３ダム（青蓮寺ダム、比奈知ダム、室生ダム）で、管理規程に基づく

通常の洪水調節操作を実施した場合は、名張市街地がはん濫するおそれがあったため、

国土交通省淀川ダム統合管理事務所や関係自治体等と緊密な連携をとり、時々刻々と

変化する下流河川の状況、ダムの空き容量や降雨予測等からダムの放流量や放流量変

更のタイミングなどの分析を行い、３ダムの統合操作をすることで、名張市街地で約

１，１８０戸の浸水を回避できた。

この洪水対応について、平成２１年１０月２０日、名張市長から「台風１８号では

３ダムの迅速かつ適切な統合操作により市民を守っていただいた。市民を代表して感

謝の意を表します。」との言葉と感謝状が機構に対して贈られた。

さらに平成２２年５月、社団法人土木学会より「名張川上流３ダムの統合操作によ

る洪水調節」に対して国土交通省淀川ダム統合管理事務所とともに技術賞と、財団法

人ダム水源地環境整備センター主催によるダム・堰危機管理業務顕彰委員会から最優

秀賞を受賞した。また、同月に近畿地方非常通信協議会から非常通信（マイクロ回線、

移動無線、テレメータなど無線通信）の分野で災害対策等に寄与したことによる表彰

を受賞した。

２）異常洪水時の操作方法検討 （６８頁）

平成２０年度は、異常洪水が発生した場合に、ダム下流の浸水被害を最小限に抑え

るための放流方式（異常洪水対応操作）について、既管理全ダムで検討を進めた。

平成２１年度は、ダム下流の浸水被害を最小限に抑えるための放流方式の検討にあ

たって把握しておかなければならない、各ダムの下流河川データベース（ダム下流河

川の流下能力や流下能力が低い箇所の特徴等）の作成に取り組んだ。

平成２２年度は、既往の洪水波形での検証と操作判断材料として必要となる条件等

の資料を整理するとともに、実施に向けた課題や問題点を抽出した。その上で、草木

ダムでは、雨量予測に基づく事前放流方式と洪水調節方式の変更に関する操作要領

（案）を作成することができた。この他、早明浦ダムでは「ただし書き」放流におい

て洪水調節容量を最大限活用する放流方式の適用、銅山川３ダム（富郷ダム、柳瀬ダ

ム及び新宮ダム）では最下流の新宮ダムからの放流を抑える３ダム連携の放流方式の

適用を検討した。

平成２３年度は、早明浦ダムにおいて、計画規模を超えるような洪水が発生し緊急

時のダム操作を行うことになっても、ピークカットを行いダムからの最大放流を抑え

る操作を検討し、「緊急時のダム操作要領（案）」を作成した。銅山川３ダムでは、

３ダム連携操作を検討し、治水安全度の上下流バランスの改善を図るため、富郷ダム
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及び柳瀬ダムに段階放流方式を採用することを検討した。

平成２４年度は、早明浦ダムでは、緊急時のダム操作時にサーチャージまでの容量

を残さず使い切る最大放流を抑える操作を検討し、効果と安全性について検討を行っ

た。更に、ただし書き操作要領の変更に向け、関係機関との協議を行った。また、銅

山川３ダムでは、３ダム連携操作を検討し、管理規程変更に向け、関係機関との協議

を行った。

３）関係機関への洪水情報提供 （７６頁）

出水時の円滑な対応を図るため、ダムの洪水調節操作等について、河川管理者や地

元市町との打ち合わせを行うなど、関係機関との情報共有化に努めた。

また、ダム放流警報施設については、支障のない範囲で市町村における防災情報提

供に活用してもらうよう、延べ１６市町村と協定を締結している。

④ 施設機能の維持保全等

１）ストックマネジメントの適切な実施 （７８頁）

ダム施設等については、関係機関と連携し、より長期にわたってダムの安全性及び

機能を保持することを目的に、総合点検の調査項目、頻度、方法等必要事項を網羅し

た総合点検実施要領（案）の作成に協力した。一方で、ダムの維持管理を効率的に行

うためには、損傷・劣化に関するデータベースを作成し、ダム管理者が活用しやすい

体制を構築することが重要であることから、平成２３年度より土木構造物の修復履歴

などのデータベースの構築を進めている。

水路等施設のストックマネジメントについては、全１２事業所（２０地区）におい

て、施設の老朽化状況を把握するための機能診断調査を実施し、平成２４年度までに

機構が直轄管理している幹線水路約１０００ｋｍの機能診断調査を完了させ、機能保

全計画を作成した。なお、ストックマネジメント手法による調査については、事業所

毎に関係利水者に報告し、施設の現況について情報の共有を図った。

機械設備については、標準的な取替・更新周期を、これまでの実績の解析・検討に

より見直しを行い、機械設備保全支援システム及び機械設備管理指針に反映させるこ

とにより設備の長寿命化を図った。また、これまで設備更新工事を通じて蓄積されて

きた更新技術を「機械設備整備・更新技術解説書」としてデータベース化するととも

に、老朽化した揚水機場の更新計画策定の指標となる「ポンプ設備更新計画書」を作

成した。さらに、ストックマネジメントを進捗させるため、「機械設備管理指針」改

訂の検討を行った。

電気通信設備については、「電気通信設備運用管理指針」を改訂（平成２２年３月）

し、設備の適切な運用管理を目指した。この指針に従い、障害履歴の蓄積を継続して

実施しているほか、設備の状態に応じた適切な維持管理を実施するために必要な点検

基準の改定をおこなうとともに、障害履歴データベースの改良版の試作を行った。

２）施設点検の実施 （８２頁）

ダム・水路等施設及びこれらを構成する設備・装置等について、必要な計測・点検
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及び維持修繕を実施した。

また、全施設について、月１回以上（一部施設の冬期を除く）の安全点検を実施し

たほか、各施設において地域住民と合同で安全点検を実施し、安全柵の一部破損や見

えにくくなった看板など、指摘のあった事項について、補修及び改良を行って施設の

安全確保に努めた。

３）機械化・電子化の推進 （８６頁）

近年インターネット回線を使った簡易なウェブカメラが出現し、比較的安価に監視

システムを構築できるようになったことから、より効率的できめ細かな施設管理を実

現するため、簡易カメラを設置し、映像による監視体制の強化を図った。

４）管理所施設等の耐震化 （８８頁）

機構の各管理施設においては、耐震化計画を策定し、管理所等の建物の耐震化診断

を行い、判定結果を基に耐震安全性の低い施設から順次耐震化工事を行ってきた。

平成２４年度末時点で耐震性能を高めた施設の割合を８８％（５０施設／５７施設）

とし、中期計画に掲げる目標（８２％）を達成した。

５）災害復旧工事の実施 （９０頁）

平成２０年度から平成２４年度においては、平成２０年度の豪雨、平成２１年度の

台風１８号と豪雨、平成２４年度の豪雨及び平成２２年度の東北地方太平洋沖地震に

より、被害を受けた機構施設の災害復旧工事を実施した。

東北地方太平洋沖地震においては、茨城県及び千葉県に所在する８施設（利根川河

口堰、霞ヶ浦開発、霞ヶ浦用水、印旛沼開発、成田用水、北総東部用水、東総用水、

房総導水路）が被災した。地震発生後、直ちに施設点検を実施した結果、用水路や湖

岸堤の被災が確認されたため、応援要員を被災事務所に派遣するなどして直ちに応急

工事を実施するとともに、国に対する災害復旧工事の申請手続を進め、災害復旧事業

（総額５，６９６百万円）に着手のうえ、平成２４年度内の完成に至った。

６）附帯業務及び委託発電業務 （９６頁）

中期目標期間中において、毎年度、国土交通省、県、土地改良区及び電力会社等か

ら、施設管理に附帯する施設管理や運転操作等の業務の委託を受け、的確に業務を実

施した。また、１８施設において、毎年度、発電事業者より発電事業の一部について

委託を受け、発電に係る事業を計画どおり実施した。
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（２）リスクへの的確な対応

中期目標

異常渇水、大規模地震等不測の事態に対するリスク管理体制を確立し、日頃から

危機的状況を想定し、訓練等を実施することで、危機的状況の発生時には的確な対

応を図ること。

① リスク管理体制の整備 （１０２頁）

平成２０年度、これまでのリスク管理の対応状況を踏まえ、リスク管理体制の確立

を図るため、リスク管理に係る検討プロジェクトチーム及びワーキンググループ等を

組織し、各業務に係るリスクの洗出しと類型化を実施することを通じて、リスク管理

に関する基本規程を制定し、これに基づき、リスク管理の実効性の確認、リスク対応

の指示及び審議を行う組織として、リスク管理委員会を設置した。

このリスク管理委員会が機能することにより、本中期目標期間中においては、平成

２１年５月に新型インフルエンザの国内感染が確認された際には、水機構新型インフ

ルエンザ対策本部を設置し、連絡体制の整備、感染防止対策の徹底等を実施し、また

数度にわたって北朝鮮による不測の事態が懸念された際には、安全対策の徹底等を実

施するなど、的確な対応を執ることができた。

② 異常渇水、大規模地震等に備えた対策の強化

１）耐震性能の強化 （１０４頁）

ダム等施設では、平成１９年度から平成２２年度に、旧吉野川河口堰、今切川河口

堰の東南海・南海地震に対する耐震性について、第３者委員会の指導を得て照査を実

施し、両河口堰ともに堰柱等において必要な耐震性を有していることが確認された。

しかし、今切川河口堰の予備発電機室の耐震性が不足していたため、平成２１年度に

耐震補強工事を実施した。

用水路等施設では、施設の耐震性能の向上を図り、安全性に係る信頼を高めるため

に、大規模地震に対する耐震性照査を３水路施設（木曽川用水、利根導水、北総東部

用水）で実施し、第三者委員会の指導を得て、対策の方向性を検討した。

また、耐震補強等を６水路施設（群馬用水、豊川用水（二期）、両筑平野用水（二

期）、福岡導水、木曽川用水、三重用水）で実施した。このうち、群馬用水及び福岡

導水では施設の安全性向上を図り、事業完了した。

２）危機管理対策の強化 （１０６頁）

平成２０年度から２２年度にかけて、利根導水をモデルに大規模地震等により施設

が損傷し用水供給が不能となった場合を想定して、被災直後の水供給を行う方策を検

討し、この中で仮設送水方法及び渇水時の緊急取水方法等として、可搬式ポンプ車使

用計画を作成した。

機構では、地震後の通水機能の早期確保と被害軽減に関する取り組みとして、平成

２１年度から２４年度までの間に、仮設送水等を実施するための可搬式ポンプ設備及
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び受注生産となり製作に相当の日数を要する備蓄資材の配備を行った。

可搬式ポンプ設備の配備にあたっては、当初、専用の大型車に搭載した設備を採用

し全国３拠点に配備する計画としていたが、東北地方太平洋沖地震やユーザー等から

の意見を踏まえ、輸送リスク（道路渋滞・寸断、燃料不足）の軽減や大小様々な被災

場所・規模形態での対応を可能とするため、平成２４年度からは小型のパッケージ型

ポンプに計画変更し、各ブロックで複数事務所に分散配備を行った。また、備蓄資材

の配備にあたっては、東北地方太平洋沖地震でこれまで想定していなかった空気弁等

に被害が発生し、機材納入がネックとなり通水再開までに相当の日数を要することを

経験したことを踏まえて、空気弁等の追加配備を行った。

平成２４年度までの配備期間中は、東北地方太平洋沖地震に伴う漏水出水対応や施

設の老朽化による漏水対応等により、ポンプ車は計２回（延べ１２６日間）及び備蓄

資材（継手補強材（内面バンド等））は計５回を利用し、通水機能の早期回復に寄与

することが出来た。

また、配備事務所においては、ポンプ車等の運転・操作訓練を実施し、緊急時の備

えを行った。

さらに、機構では、従来より機構施設の供給エリアにおいて、渇水や施設の被災等

により水道水が供給不可能となった場合に備え可搬式海水淡水化装置を保有して、操

作訓練等を実施してきた。

平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震において、霞ヶ浦用水施設

等が被災し、一部地域で断水が生じた。茨城県企業局との協議により、断水被害の大

きい桜川市に搬入し、給水活動を９日間実施し、約１１５ｍ3の飲料水の給水を行っ

た。

小笠原諸島では、３１年ぶりの大渇水に見舞われ、小笠原村からの支援要請を受け、

平成２３年７月～８月に給水支援を行った。運用開始にあたり、９日間にわたり６名

の職員を派遣し、小笠原村職員への維持管理方法等の技術指導を行った後、小笠原村

による装置運転・維持管理が行われ、４１日間で約１，５００ｍ3の給水を行った。

宮城県女川町沖の有人離島である江島では、浄水場からの海底送水管が、東北地方

太平洋沖地震による津波で破損し、水道水の供給を受けられない状況となった。この

ことにより、女川町から支援要請があり、平成２３年９月から給水支援を開始した。

運用開始にあたり、８日間にわたり延べ１６人の職員を派遣し、装置の組立などや女

川町職員への運転方法等の技術指導を行った。給水支援は、平成２５年３月まで行い、

約７，０００m3の給水を行った。

平成２４年７月には、茨城県桜川市、宮城県女川町の給水支援活動に対し、「東日

本大震災に際し、種々の困難を克服して、被災地域の復旧、被災住民の救助活動等を

行い、地域住民の生活と社会基盤の安定に功績のあった者」として、国土交通大臣よ

り感謝状が授与された。

また、災害発生時等に故障等により装置が稼働できないリスクを回避し、確実に給

水活動を行うため、可搬式海水淡水化装置を追加配備し、危機管理対策の強化を図っ

た。
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③ 大規模災害等への対応と日常の訓練

１）業務継続計画（BCP）の作成 （１１６頁）

平成２０年度に各関係機関で作成されたものを情報収集し、水資源機構本社業務継

続計画（大規模地震編）（案）を作成した。平成２１年度から、各事務所での業務継

続計画の作成に着手し、平成２３年度までに各事務所において業務継続計画（大規模

地震編）（案）を作成した。更に本社で平成２３年度末までに広域的な支援体制等に

ついて補強見直しを行い業務継続計画（大規模地震編）を策定した。これを基に各事

務所で見直しを行い、平成２４年度までに３５事務所で業務継続計画（大規模地震編）

の見直し策定を完了した。

２）危機的状況への的確な対応 （１１８頁）

平成２０年度から２４年度の間に、機構が管理する施設において、安全点検が必要

となる規模の地震（震度４以上またはダム基礎地盤において２５gal以上）は、計８

９回発生した。これらの地震発生時においては、早朝・夜間・休日を問わず速やかに

防災態勢を執り、２８施設において延べ３４０回に及ぶ臨時点検を行い、施設の安全

確認を行った。

風水害については、平成２０年度から２４年度の間は、台風及び前線の影響により

防災態勢を執り、洪水調節を計１４７回実施した。いずれも的確な対応により、洪水

被害の軽減に貢献した。

水質事故については、平成２０年度から２４年度の間に、１７０件発生したが、利

水者、関係機関等と連絡調整を図るとともに、取水位置の変更、オイルフェンス設置

等の対策を迅速に実施するなど、水質被害の拡大防止及び被害軽減の措置を迅速に行

った。

【具体例】

平成２４年５月に利根川水系で発生したヘキサメチレンテトラミン（HMT）流出に

より、各地の浄水場においてホルムアルデヒドが検出された事案では、千葉県内にお

いて約３６万戸が断水となるなど広範囲に影響が及んだ。５月１７日に埼玉県行田浄

水場で水道水質基準値（０．０８mg/l）以上のホルムアルデヒドが検出（０．１６８

mg/l）され、５月１８日に埼玉県企業局からの要請により、利根導水で行田浄水場に

係る取水停止操作（１９日５時～送水を再開）を行った。また利水者への影響を考慮

して、河川管理者と連携し、下久保ダムと矢木沢ダムからの緊急放流を行い、さらに

利根川から荒川へ導水している武蔵水路の通水を停止（１９日０時～２４日１５時）

した。これらの措置により原因物質の希釈と流下促進がなされ、利根川・荒川水系内

における水質被害の拡大防止と早期回復に寄与した。また、武蔵水路の通水停止に伴

う荒川への導水量の減少分は、東京都朝霞浄水場や埼玉県大久保浄水場への水供給等

に影響が生じないよう、滝沢ダムと浦山ダムからの放流等で代替して対応した。

３）武力攻撃事態等への対応 （１３０頁）

平成２０年度から２４年度の間に、北朝鮮による通信衛星発射実験の実施等が発生

したが、その都度連絡体制の再確認、情報収集の徹底について確認するとともに、不
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測の事態に備えて全社を挙げて施設の安全確認を徹底するよう態勢を敷いて対応を図

った。

４）日常の訓練 （１３４頁）

梅雨、台風等の出水に備え、毎年度５月を中心に、河川管理者と連携した「洪水対

応演習」を全ダムで実施している。洪水対応演習では、各ダムで落雷等によりゲート

操作や遠方操作が不能となり、機側操作によりゲート操作を行うなど、不測の事態を

想定した内容を盛り込み、関係機関への通知、放流警報等及び洪水調節操作が的確に

実施できるように内容の充実を図っている。

地震防災訓練は、毎年９月１日の「防災の日」等に、全事務所が一斉に参加し、緊

急参集、情報伝達、臨時点検、被災を想定した対応等の訓練を実施している。特に東

北地方太平洋沖地震以降は、全事務所共通テーマに「①東北地方太平洋沖地震を踏ま

えた、施設被害等に加え、長期停電等の被災状況を想定した対応力向上を図る。②用

水の安定的な供給の確保を目的とした、業務継続計画対応の実効性を高める。」を掲

げて、首都直下地震及び東海・東南海・南海地震等の発生を想定した、施設の臨時点

検や被災施設の応急措置・復旧等を実施した。また、機構施設の被災を起因とする第

三者被害を想定した被災対応を実施し、危機的状況において的確な防災対応ができる

よう訓練を実施した。

さらに、個別訓練として、各事務所が独自に情報伝達訓練、施設操作訓練及び水質

事故対策訓練等を実施し、職員が適切な行動をとり、施設等の操作を確実に行うこと

ができるよう体制作りに努めた。
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（３）計画的で的確な施設の整備

中期目標

① 施設の新築事業については、施設の長寿命化に取り組みつつ、計画的かつ的確な

実施に努めること。

なお、本体工事に着手していないダム等の建設については、次期再評価時におい

て、水需要の動向を踏まえた必要性、費用対効果、事業進捗の見込み等について、

予断を持つことなく実施した厳格な評価に基づき、事業の実施が必要と認められる

もののみを継続すること。

② 施設の改築事業については、ストックマネジメントの充実を図る観点並びに水路

からの漏水防止及び大規模地震時等の施設損壊による断水防止等の安定的な水の供

給の観点から、計画的かつ的確な実施に努めること。

③ ダム等建設事業において、特定事業先行調整費制度等を活用することにより、工

期の遅延やこれに伴うコスト増を回避し、事業の計画的かつ的確な実施に努めるこ

と。

④ ①及び②に附帯する業務並びに委託に基づき実施する発電に係る業務について

も、的確な実施に努めること。また、継続中の事業については、その事業の進捗状

況を踏まえた中期計画を作成すること。また、中期目標期間内の事業の実施に当た

っては、毎年度の国の予算を踏まえた上で、的確に行うこと。

①② 新築・改築事業（ダム等事業） （１４５・１５７頁）

１）新築・改築事業の実施

ダム等事業については、計画的に進捗を図ってきたところであるが、平成２１年１

２月２５日に国土交通省から「新たな基準に沿った検証の対象とするダム事業を選定

する考え方について」が発表され、機構事業も以下のように区分された。

●事業を継続して進めるもの・・滝沢ダム建設事業、大山ダム建設事業、武蔵水路改

築事業

●検証の対象とするもの・・・・思川開発事業、木曽川水系連絡導水路事業、川上ダ

ム建設事業、丹生ダム建設事業、小石原川ダム建設

事業

その後、国土交通省に設置された「今後の治水対策のあり方に関する有識者会議」

により、平成２２年９月２７日に「中間とりまとめ」が示され、９月２８日には国土

交通大臣から理事長に対して、ダム事業の検証に係る検討を進めるよう指示があり、

同日付の「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」により具体の検

討方法が示された。

検証の対象となったダム等事業については、各地方整備局と共同して検証に係る検

討を進めた。このうち、小石原川ダム建設事業については、検証の結果を踏まえ、平

成２４年１２月に事業の継続が決定した。

国土交通省所管公共事業の再評価は、「国土交通省所管公共事業の再評価実施要領」

及び「河川及びダム事業の再評価実施要領細目」に基づき、平成２０年度において５
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事業（滝沢ダム建設、武蔵水路改築、川上ダム建設、丹生ダム建設及び大山ダム建設）、

平成２３年度において７事業（武蔵水路改築、思川開発、木曽川水系連絡導水路、川

上ダム建設、丹生ダム建設、大山ダム建設及び小石原川ダム建設）の再評価が実施さ

れ、いずれも「継続」の対応方針が示された。

水道事業等に係る再評価は、「水道施設整備事業の評価実施要領」及び「水道施設

整備費国庫補助事業評価実施細目」に基づき、平成２０年度において３事業（思川開

発、武蔵水路改築及び大山ダム建設）、平成２２年度において１事業（川上ダム建設）、

平成２４年度において１事業（小石原川ダム建設）の再評価が実施され、いずれも継

続となった。また、「工業用水道事業に係る政策評価実施要領」に基づき、平成２０

年度において１事業（武蔵水路改築）の再評価が実施され、継続となった。

○ 滝沢ダム建設事業

平成２２年度に貯水池内の斜面対策工事等を完成させ、予定通り、平成２３年３月

末に事業を完了した。

○ 大山ダム建設事業

平成２３年５月から試験湛水を開始し、平成２４年１２月２１日に試験湛水を終了

した。

平成２５年３月１２日には、「独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）

第６４条」ならびに「特定施設に係る事業の実施について（平成１５年１０月１日国

土交通省河川局長通知）」に基づく完成検査を受け、同月２２日には「大山ダム施設

管理規程」が国土交通大臣から認可され、平成２５年４月から管理を開始した。

大山ダムについては、事業実施計画第１回計画変更（平成１２年１月）において、

その時点までに得られた地質データに基づき一種類の岩盤分類基準を用いた標準的な

手法により岩盤評価を行いダム基礎の掘削深さを設定していた。しかしながら、ダム

基礎の掘削深さを浅くすることは、ダム堤体コンクリート量、ダム基礎掘削量、原石

山掘削量の減少につながり、事業費を縮減する大きな要素であることから、詳細な地

質調査を行い掘削深さに関する検討を進めることとした。

この地質調査を進める過程で、大山ダムの基礎が複雑な構造となっており、岩盤性

状の全く異なる安山岩と自破砕安山岩の二種類の岩盤からなることが判明したことか

ら、従来の一種類の岩盤分類基準を、各々の岩盤の特性を適切に反映した二種類の基

準に見直して掘削深さの再検討を行った。また、施工段階においては、地質に精通し

た職員を基礎掘削工事現場に配置し、当該岩盤分類基準に基づく岩盤判定を厳密に行

い、過大な掘削線とならないよう基礎掘削線の適正な管理を行うとともに、ＦＥＭ（有

限要素法）による解析を適宜実施し、堤体及び岩盤の応力状態に問題がないことを確

認しながら施工を行った。

その結果、ダム基礎の掘削深さを浅くすることが可能となり、大幅なコストの縮減

が可能となった。

これらの取り組みにより、大山ダム建設事業の総事業費は、事業実施計画第１回計

画変更（平成１２年１月）時点から約３４０億円縮減され、事業実施計画最終変更時

の事業費は約１，０６０億円となった。
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また、大山ダム本体建設工事の発注にあたっては、民間技術力活用の視点から、ダ

ム建設事業として我が国初となる「高度技術提案型総合評価落札方式」を採用し、民

間の技術提案を積極的に取り入れることとした。技術提案においては、ダム本体のコ

ンクリート打設における主運搬設備である固定式ケーブルクレーンについて、より大

きな能力を有するクレーンの利用、原石山掘削・骨材製造にあたり、より運搬距離が

短くなる場所への骨材製造設備の設置、集落から離れた場所での工事用道路の造成等

の施工計画が提案された。これらは、標準案に比べて、本体コンクリート打設工程の

大幅な短縮（約８ヶ月）が可能になるとともに、工事区域周辺の集落に対する騒音や

振動などが大幅に低減される技術提案であり、より優れた提案として採用することと

した。

実工程においては、工程の短縮とともに、仮排水路トンネル閉塞の新工法採用等に

より試験湛水開始を約５ヶ月前倒しした。これらの取り組みによって、平成２４年１

２月２１日に試験湛水を完了させることができた。なお、これらの工期短縮等の取り

組みがなければ、試験湛水開始時期は早くとも平成２３年１０月以降になったものと

考えられ、ダム貯水池への実流入量をもとに試験湛水シミュレーションを実施したと

ころ、事業工期末の平成２５年３月末までに、試験湛水を終了することができなかっ

たと推定される。

また、試験湛水開始の前倒しにより最低貯水位付近の貯水位状況で九州北部豪雨を

むかえたことから、洪水のほとんどを貯留し、下流河川の洪水被害の軽減に貢献した。

○ 思川開発事業

主要施設である南摩ダムについては、従来工法に比して工期を短縮し、経済的な施

工方法であるＣＦＲＤ構造（コンクリート表面遮水壁型ロックフィルダム）が最適な

ダム型式であるとして本体設計を進め、平成２０年６月に河川管理施設等構造令第７

３条第４号の規定による特殊な構造の河川管理施設としての認定（大臣特認）を受け

た。

また、本体工事に先行して工事着手を予定していた「思川開発導水施設建設工事」

について、平成２１年５月に工事公告を行い契約手続きを進めていたが、検証の対象

事業になったことから、平成２２年１月に当該手続を中止した。それ以降、新たな段

階に入らず、平成２１年３月に工事に着手していた仮排水路トンネル工事、生活再建

に関わる付替県道工事等を実施した。

仮排水路トンネルについては、平成２３年３月に完成した。付替県道工事について

は、主に７号橋の進捗を図るとともに、１号トンネルおよび杓子沢５、６工区を完成

させ、平成２４年度末時点における付替県道（約６．４ｋｍ）の進捗率は、６３％と

なっている。

事業検証の進捗状況は、国土交通省地方整備局と共同して平成２２年１２月２０日

に「検討の場」を設置し、平成２４年度までに「検討の場幹事会」を３回開催した。

○ 武蔵水路改築事業

平成２０年７月に利根川及び荒川水系における水資源開発基本計画（フルプラン）

の変更が閣議決定され、周辺の地盤沈下により低下した武蔵水路の機能を回復するた

めに改築を行うとともに、新たに水路周辺の内水排除機能の確保・強化及び荒川水系
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の水質改善を図るものとして位置づけられたことを受けて、速やかに事業実施計画を

作成し、平成２１年８月に事業実施計画が認可された。

それ以降、必要な地質調査や設計を進めるとともに地元説明等を行い、平成２２年

度から水路改築工事に本格着手し、平成２４年度末における水路改築工事の進捗率は、

「武蔵水路上流部改築工事（約１．５ｋｍ区間）」が７２％、「武蔵水路中流部改築

工事（約９．８ｋｍ区間）」が２７％、「武蔵水路下流部改築工事（約２．５ｋｍ区

間）」が４９％となっている。付属設備工事の進捗率は、「糠田排水機場ポンプ設備

改修工事」が３１％、「糠田樋管ゲート設備工事」が７５％、「星川水門ゲート設備

工事」が１％となっている。

なお、平成２３年度において武蔵水路中流部改築工事工区の一部土壌について自然

由来の鉛とヒ素の溶出量が基準不適合となったことから、土壌汚染対策法に基づく手

続き等を適切に行うとともに、武蔵水路中流部改築工事の工程及び全体事業工期への

影響を最小限に抑えるための大幅な施工計画の見直しを行った。平成２４年４月２０

日、土壌汚染対策法第１４条（区域指定）の申請を行い、平成２４年６月２２日に埼

玉県より区域指定の告示がなされたことを受けて、工事再開に当たっては、法に基づ

く届出を行い、汚染土壌を適切に処理しつつ当該工区の工事を実施した。

○ 木曽川水系連絡導水路事業

平成２０年６月に国土交通大臣より独立行政法人水資源機構法第１４条に基づく事

業実施の求めを受け、速やかに事業実施計画の案を作成し、平成２０年８月に事業実

施計画が認可された。平成２０年９月３日には、事業実施計画認可の公示を受けて、

国土交通大臣から機構に事業が承継された。

平成２１年度から進入路等の工事着手を予定していたが、検証の対象事業になった

ことから、当該工事の実施を取りやめ、それ以降、新たな段階に入らず、平成２４年

度末まで、継続的な実施が必要な環境調査等を実施した。

事業検証の進捗状況は、国土交通省地方整備局と共同して平成２２年１２月２２日

に「検討の場」を設置し、平成２３年度までに「検討の場幹事会」を２回、「検討の

場」を１回開催するとともに、平成２３年６月～７月にかけて、パブリックコメント

を実施した。

○ 川上ダム建設事業

利水が一部縮小、撤退することとなり、平成２１年４月の淀川水系における水資源

開発基本計画（フルプラン）の変更を受け、事業実施計画変更の手続を平成２３年２

月に完了した。

本事業については、検証の対象事業になったことから、新たな段階に入らず、平成

２１年７月に工事着手していた仮排水路トンネル工事、生活再建に関わる付替県道工

事等を実施した。

仮排水路トンネル工事については、平成２３年１月に完了した。付替県道工事につ

いては、主にトンネル工事と橋梁工事の進捗を図り、平成２４年度末時点における付

替県道青山美杉線（全線約３．９ｋｍ）の進捗率は、８５％となっている。

事業検証の進捗状況は、国土交通省地方整備局と共同して平成２３年１月１７日に

「検討の場」を設置し、平成２４年度までに「検討の場幹事会」を５回開催した。
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○ 丹生ダム建設事業

平成２１年４月に策定された淀川水系水資源開発基本計画において、「丹生ダム建

設事業の見直しに係る諸調査は、当面の間は、独立行政法人水資源機構が引き続き行

うものとする」とされた。

本事業については、検証の対象事業になったことから、新たな段階に入らず、淀川

水系における水資源開発基本計画及び淀川水系河川整備計画に基づいて、ダム型式の

最適案を総合的に評価して確定するための調査・検討等を実施した。

事業検証の進捗状況は、国土交通省地方整備局と共同して平成２３年１月１７日に

「検討の場」を設置し、平成２４年度までに「検討の場幹事会」３回開催するととも

に、平成２５年３月～４月にかけて、関係利水者等に対する意見聴取を実施した。

○ 小石原川ダム建設事業

平成２０年８月に集団移転地が完成し分譲の契約手続きを開始するとともに、付替

国道について福岡県と基本協定を締結し、平成２１年３月に準備工事に着手した。

仮排水路トンネル工事について平成２１年度からの工事着手を予定していたが、検

証の対象事業になったことから、当該工事の実施を取りやめた。それ以降、新たな段

階に入らず、既に工事着手していた生活再建に関わる付替国道工事等を実施した。

付替国道等工事については、平成２４年度には付替国道１０工区及び同５号橋を完

成させ、平成２４年度末時点における付替国道及び付替林道（約１２．５ｋｍ）の進

捗率は、６％となっている

本事業については、検証の結果を踏まえ、平成２４年１２月に事業の継続が決定し

た。

○その他

（土木学会賞等の受賞）

徳山ダムについては、平成２０年度土木学会賞「技術賞」ならびに平成２２年度木

学会「環境賞」を受賞した。滝沢ダムについては、平成２３年度土木学会賞「技術賞」

を受賞したほか、付替道路の一部として建設した「雷電廿六木橋」が「土木学会デザ
らいでんと ど ろ き は し

イン賞２０１０」の「最優秀賞」を受賞した。

徳山ダムの「技術賞」は、環境保全、工程短縮、コスト縮減を実現させるための様

々な新技術・新工法を取り入れたほか、山林公有地化事業を我が国で初めて導入する

などの先駆的な環境保全対策技術を取り入れたことが、土木技術の発展に顕著な貢献

をなし、社会の発展に寄与したと認められたものである。

滝沢ダムの「技術賞」は、コンクリート運搬工法としてSP-TOM（Special Pipe Tra

nsportation Method） を開発・導入し、ダム建設技術の発展に貢献したこと、また、

土木学会デザイン賞２０１０の最優秀賞を受賞した「雷電廿六木橋」など、周辺景観
らいでんとどろきはし

に配慮した施設デザインが、新たな景観資源になっており、地域社会の発展に寄与す

ると評価されたものである。

①② 新築・改築事業（用水路等事業） （１５２・１５９頁）

１）新築・改築事業の実施

用水路等事業については、７事業について計画的に事業の進捗を図った。
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○ 印旛沼開発施設緊急改築事業

平成２０年度までに印旛排水機場、大和田排水機場及び酒直揚水機場のポンプ設備

（計１６台）の改築を完了し、計画どおり平成２１年３月末に完了した。なお、平成

２０年度には、既に供用可能となっていた１２台の排水ポンプを用いて、延べ８回の

洪水に対し合計約３，０２７万ｍ３（印旛沼利水容量の２．３杯分）の排水を行い、

地域や利水者に要請されている事業効果を早期に発現できた。

○ 群馬用水施設緊急改築事業

平成２１年度までに取水施設、幹線水路（既設水路約６㎞、併設水路約６㎞）、揚

水機場６箇所、支線水路約１６㎞、管理施設の改築工事を完了し、予定事業費内で計

画どおり平成２２年３月末に完了した。

○ 香川用水施設緊急改築事業

平成２０年度までに、調整池の盛立て(盛立量約５３万 m3)を終了し、平成２０年

９月１９日に試験湛水を開始し、平成２１年３月３日に完了、計画どおり平成２１年

３月末に完了した。調整池が完成したことにより頻発する渇水や大規模地震等の緊急

時に対し、利水面での安全性を高めることができた。

○ 福岡導水事業

平成２１年度から耐震機能強化を目的とした３８箇所の可とう管更新を主とした事

業を追加し、計画どおり平成２５年３月末に完了した。

○ 木曽川右岸施設緊急改築事業

平成２４年度までに、老朽化対策として幹線水路のＰＣ管改築工事（約２．１ｋｍ）、

幹支線用水路の改築工事（約３．６ｋｍ）を進捗させた。

○ 豊川用水二期事業

平成２３年度までに、老朽化対策として既設幹線水路改築工事約３４km、併設水路工

事約５３km、支線水路工事約５５kmを実施し、老朽化対策として計画された区間につい

ては、事業が完了した。

また、平成２４年度までに、大規模地震対策として幹線水路改築工事（約４km）、併設

水路工事（約２０㎞）、石綿管除去対策として支線水路改築工事（約２８０㎞）を進捗さ

せた。

○ 両筑平野用水二期事業

平成２４年度までに、ダム利水放流施設改築工事、頭首工改築(２カ所）、導水路改築

工事（約３km）、幹支線水路改築工事（約２１km）を進捗させた。なお、施設改築に必要

な営農調整や用地調整等に期間を要したことや予算状況などを踏まえ、当初の予定工期

を４年延伸せざるを得ない状況となった。このため、現在、事業完了年度予定を平成２

９年度までとする事業実施計画の変更手続を実施中である。

①２）施設の長寿命化への取組（堆砂対策の代替容量確保） （１５４頁）

平成２１年３月に、「淀川水系河川整備計画」が策定された。その中の河川整備基本

方針において「河川管理施設の機能を確保するため、ライフサイクルコストの縮減を念

頭に、既存施設の有効利用及び長寿命化のための効率的な対策を実施する。」とされ、

河川整備計画において、「木津川上流のダム群（高山ダム、青蓮寺ダム、布目ダム、比
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奈知ダム）におけるライフサイクルコスト低減の観点から、既設ダムの水位を低下して

効率的な堆砂除去を実施するための代替容量として、必要な容量を川上ダムに確保す

る。」とされた。

平成２１年４月には、淀川水系における水資源開発基本計画（フルプラン）の変更が

決定され、川上ダム建設事業の目的として、「既設ダムの堆砂除去のための代替補給」

が位置づけられた。これを踏まえ、平成２３年２月に川上ダム建設事業の事業実施計画

を変更し、事業の目的として「既設ダムの堆砂除去のための代替補給」を位置づけた。

さらに同月には「木津川ダム群土砂管理懇談会」を開催し、今後の検討の進め方につい

て審議を行った。

なお、川上ダムについては、検証の対象事業となったことから、現段階を継続すると

ともに、ダム事業の検証に係る検討を進めた。

②２） ストックマネジメントに伴う施設改築 （１６４頁）

木曽川右岸施設緊急改築事業は、ストックマネジメント手法に基づく施設機能保全計

画調査結果を踏まえて緊急に改築が必要な施設について平成２１年度に事業に着手し計

画的な施設改築を図った。

また、福岡導水事業、豊川用水二期事業及び両筑平野用水二期事業については、計画

的な施設改築を図り、福岡導水事業については、平成２４年度に事業を完了させた。

③ 特定事業先行調整費の制度の活用 （１６６頁）

平成１７年度及び平成１８年度に特定事業先行調整費制度を活用し、徳山ダム建設事

業に支弁した資金のうち、第２期中期目標期間に回収するべき１１，１３５百万円の全

額を回収した。
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（４）環境の保全

中期目標

業務の実施に当たっては、環境の保全について配慮することとし、自然環境保全

対策、地球温暖化対策、良好な景観形成等に取り組むこと。

① 自然環境の保全

１）建設事業における自然環境保全の取組 （１７０頁）

中期目標期間に新築及び改築事業のうち１０事業（思川開発、武蔵水路改築、木曽

川水系連絡導水路、川上ダム、丹生ダム、大山ダム、小石原川ダム、豊川用水二期、

香川用水施設緊急改築及び両筑平野用水二期）では、動植物、生態系、水質及び景観

等自然環境の保全を図るため、自然環境調査や環境影響予測を実施し、このうち８事

業（思川開発、武蔵水路改築、川上ダム、大山ダム、小石原川ダム、豊川用水二期、

香川用水施設緊急改築及び両筑平野用水二期）においては、環境への影響を回避、低

減及び代償するための保全対策を講じた。

また、９事業（思川開発、武蔵水路改築、川上ダム、丹生ダム、大山ダム、小石原

川ダム、豊川用水二期、香川用水施設緊急改築及び両筑平野用水二期）では、モニタ

リング調査を実施し、実施した対策の効果を検証しているところである。

さらに、４事業（思川開発、川上ダム、大山ダム及び小石原川ダム）においては、

環境巡視などにより現況を把握し、必要に応じて保全対策等を講じたほか、工事関係

者と一体となって環境保全に取り組むため、環境保全協議会を定期的に開催するとと

もに、工事ごとに環境保全管理担当者を配置することにより、環境保全に関する対応

（工事現場内巡視、作業規制、現場立ち入り規制、環境保全に関する教育等）の周知

徹底を図った。

また、平成２２年度には徳山ダム建設事業における環境保全対策が平成２２年度土

木学会環境賞を受賞した。土木学会環境賞は「土木技術・システムを開発・運用し、

環境の保全・創造に貢献した画期的な業績およびプロジェクト」に与えられる賞で、

徳山ダムの建設にあたって実施された地形改変の抑制、立木の伐採抑制などの様々な

環境保全対策、我が国では導入実績が少ない山林公有地化への取組、希少猛禽類の生

態把握と保全対策など環境保全への貢献が評価された。

【具体例】

ア）思川開発事業では、希少猛禽類であるオオタカの保全対策の一つとして、これま

でに事業実施区域周辺に、専門家の指導を得ながら、１５巣の代替巣を設置してい

る。その結果、平成２２年度及び平成２４年度に代替巣で繁殖に成功し、代替巣の

有効性が確認された。

イ）川上ダム建設事業では、専門家の指導や助言をいただきながら、オオサンショウ

ウオの保全対策を検討している。

堰などの河川を横断する構造物の移動経路として、これまでに試験的に設置して

いたオオサンショウウオ道や人工巣穴の効果について調査を行った結果、平成２２

年度には、オオサンショウウオ道を使って上流へ遡上している様子が確認された。
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平成２４年度には、タイプの異なるブロック積みを用いたオオサンショウウオ道

においても上流へ遡上している様子が確認され、人工巣穴において初めて産卵に成

功し、これらの保全対策の有効性が、現地試験において確認された。

ウ）大山ダム建設事業では、植物の重要な種のうち、事業の影響が大きいと予測され

る１１種について、事業の影響を受けない場所へ移植するなどの保全対策を行うこ

とにしている。これらの植物のうち、アカササゲ（マメ科のツル性植物で、環境省

のレッドリストで絶滅危惧ＩＡ類に分類されている）については、移植などに関す

る情報が乏しいため、有識者の指導を得ながら、移植方法の比較試験を行い、最適

な移植手法を見出した。

この手法に基づき、平成２１年度から事業の影響を受けない場所にアカササゲを

植えつける保全対策を本格的に行っており、平成２４年度においても移植したアカ

ササゲの生育を確認している。

２）管理業務における自然環境保全の取組 （１７８頁）

ダム下流河川等の環境保全のため、関係機関、利水者、地域住民等と協議を行い、

ダムの堆積土砂の還元※１を、平成２０年度は８施設、平成２１年度は９施設、平成

２２年度は９施設、平成２３年度は１１施設、平成２４年度は９施設で実施した。程

度の差はあるものの、「付着藻類の剥離」、「粗粒化の改善」、「生物生息環境の改善」

といった効果が得られている。

下流河川の流況改善については、魚類の餌となる藻類の更新を促進させるなどの目

的で、洪水期に向けて制限水位までダムの貯水位を低下させる時期等に、ダム放流量

を一時的に増やすフラッシュ放流※２を、平成２０年度は８施設、平成２１年度から

平成２４年度は７施設で実施した。

また、霞ヶ浦開発では、港湾、樋門周辺等に堆積した土砂を浚渫によって取り除き、

この浚渫土砂等を活用して、護岸前面に植生基盤、前浜を造成した。

※１ 堆積土砂の還元・・・河川にダムができると貯水池に土砂が溜まるため、ダム下流河川内に運搬、

置き土し、ダムからの放流水によって下流河川へ流下させる取組。

※２ フラッシュ放流・・・ダムが建設されてダム下流の河川流況が平滑化されるため、人工的に流量

変動を加える放流を行うこと。

② 温室効果ガスの排出削減 （１８２頁）

小水力発電については、採算性の見込まれる霞ヶ浦用水小貝川発電所※の建設工事
こかいがわ

に着手し、平成２３年５月から運用を開始した。これにより、平成２３、２４年度で

は１，４１５ＭＷｈを発電し、このうち施設管理用の電力として６９ＭＷｈを使用し

たことにより温室効果ガス２９ｔ－ＣＯ２の排出を削減した。さらに、余剰電力１，３

４６ＭＷｈについては、電力会社へ売電したことで温室効果ガス５６９ｔ－ＣＯ２の排

出の削減に寄与した。

また、室生ダム初瀬水路取水塔地点の小水力発電施設整備の建設に着手した（平成
む ろ う は せ

２５年度完成予定）。このほか、「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に

関する特別措置法」の施行により発生電力買取価格が上昇したことから、過去実施し
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た導入可否検討の見直し等を行い、採算性の見込まれる豊川用水大島ダム、同宇連ダ

ム、三重用水中里ダム、愛知用水佐布里池流入工において実施設計を実施し、建設工

事着手にむけ、準備を進めた。

※ 発電施設の諸元・・・・最大出力110ｋW、発生電力量約810MWｈ／年（一般家庭約220戸分に相当）、

ＣＯ２削減効果（約410ｔ-ＣＯ２／年）

太陽光発電については、調整池の水面を利用した大規模太陽光発電システムの実用

化を目指し、設置コストの削減及びモジュール冷却による発電効率の向上のための技

術開発並びに長期運用における耐久性及び安定性の確認のための実証実験及び解析を

実施し、実験終了後は、当該太陽光発電設備を有効活用し、温室効果ガス排出削減や

緊急時の非常用電源としての活用を試行することを目的として、愛知用水及び木曽川

用水において太陽光発電設備設置に着手し、平成２５年度からの運用を予定している。

このほか、房総導水路東金ダム、群馬用水の管理所及び西部用水機場において詳細設

計を実施した。

阿木川ダムをはじめ、管理用発電設備を有するダム（阿木川ダム、室生ダム、布目

ダム、比奈知ダム、一庫ダム、日吉ダム及び東郷調整池（愛知用水））では、最大限

の発電量を確保するため、ダムの水位を低下させる場合は、発電設備の最大放流量の

制約下で可能な限り発電設備を通して放流するように努めた。中期目標期間に、管理

用発電設備により２０４，６８６ＭＷｈを発電し、このうち施設管理用の電力として

２６，５１７ＭＷｈを使用し、余剰電力１７８，１６９ＭＷｈについては、電力会社

への売電を行った。さらに、大山ダム建設事業においては、平成２３年１１月より管

理用発電設備の試験運用を開始し、平成２５年３月までにに２，７７０ＭＷｈ（うち、

ダム管理用使用６１２ＭＷｈ、余剰電力売電２，１５８ＭＷｈ）を発電した。これら

の管理用発電設備の運用により、施設管理用の電力の使用量を減らしたことで、中期

目標期間に、温室効果ガス１１，１６４ｔ－ＣＯ２の排出の削減、余剰電力を売電した

ことで７４，６１０ｔ－ＣＯ２の排出の削減に寄与した。

「独立行政法人水資源機構地球温暖化対策実行計画（以下「実行計画」という。）」

に基づき、温室効果ガスの排出抑制等をより一層推進していくため、全社掲示板にこ

れまでの事業所毎の温室効果ガス排出量実績を掲示し、その取組を促した。また、内

部研修で職員の意識高揚を図るとともに、環境マネジメントシステムを運用して電気

使用量の省力化に努めた。

平成２４年度における全ての事業活動に伴う温室効果ガス排出量は９８，１１９ｔ-

ＣＯ２※（実行計画策定時の排出係数を用いて算出）であり、実行計画において温室効

果ガスの排出の抑制目標の基準年度としている平成１３年度に比べて、４，８４２ｔ-

ＣＯ２（４．７％）減少し、温室効果ガス排出量の削減目標（平成24年度までに１，６

５０ｔ-ＣＯ２以上削減）を達成することができた。

※ 地球温暖化対策実行計画策定時（平成20年８月）に用いた排出係数0.555ｋｇ－ＣＯ２／ｋＷｈ等で

算出した。なお、平成21年度からの報告義務に則って電気事業者ごとに公表されている排出係数を用

いて算出すれば、平成24年度の温室効果ガス排出量は87,044ｔ-ＣＯ２となる。

平成２４年度の中部地方においては、夏場の深刻な電力不足が予想されたため、中
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部電力(株)から徳山ダム管理所に対し発電量増電に係る放流量増量の協力要請が平成

２４年7月１７日になされた。これに対し徳山ダムでは、中部電力(株)が施工する徳山

水力発電所工事のために、１０月初旬から１０月下旬までの間にダム貯水位を低下す

る予定であったが、この貯水位低下時期を夏場の電力需要ピーク期間である８月１日

～３１日（１０時～１７時）に前倒しすることで、発電量を増加させることとした。

このことで、河川管理者、自治体、漁協等の河川利用者との調整を中部支社及び徳山

ダム管理所が中心となって行い、平成２４年７月３０日に増電に繋がる前倒しの放流

について関係者間で合意に達した。

この放流の結果、徳山ダム下流にある４つの水力発電所において当該期間中に日あ

たり平均１０，０３２Ｋｗの電力を増電した。これは、一般家庭約３千３百世帯分※）

に相当するものであり、電力不足の解消に貢献した。

※ １世帯あたり３Ｋｗ利用として算出。

国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律に基

づき、電気の供給を受ける契約については、平成２４年度から環境への負荷の低減に

関する取り組み状況等の基準を満足する者による一般競争入札とした。

また、使用に伴い温室効果ガス等を排出する物品の購入等に係る契約（当面は自動

車の購入及び賃貸借に係る契約が対象）については、平成２２年７月から実施した。

③ 景観に配慮した施設整備 （１８６頁）

職員の景観に対する意識の向上を図り、施設の新築、改築、修繕における景観に配

慮した施設整備に反映させるため、平成２１年度に全事務所において職員自らが冬季

の景観点検を実施し、平成２２年度に季節の違いに着目した点検を実施した。

点検の結果、景観上良いと感じる施設、改善が必要と感じる施設及び季節の違いに

よる景観の変化を確認でき、改築、修繕を行う際の基礎資料とすることができた。

各事務所で統一した思想に基づく施設整備を実施するため、平成２３年度に地域特

性等を考慮した景観コンセプトを事務所毎に作成した。施設整備にあたっては、施設

毎に景観コンセプトに基づく具体的方針について検討し、本社確認の上、整備を行う

こととした。また、今後の施設整備の参考となるよう施設整備後には、整備状況を整

理するとともに評価を行うこととした。

中期目標期間には、１９事務所で、景観に配慮した施設整備を実施した。

施設の新築、改築、修繕において、景観に配慮した施設整備を進めるため、その参

考となるよう平成２０年度に景観配慮の基本的な考え方や留意事項、景観点検の方法

等をまとめた手引書案「景観に配慮した施設整備に向けて」を作成した。

平成２３年度には、上記景観点検結果をとりまとめ、手引書案に事例集として反映

し、平成２４年度には、平成２３年度に確立した景観検討手順・体制及び同検討手順

に基づき平成２３～２４年度に実施した施設整備事例をとりまとめ、手引書案に反映

した。

【具体例】

ア）武蔵水路（利根導水）では、水路の改築に伴う橋梁の架替にあたって、景観コン
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セプトに基づく施設の具体的方針の検討に加え、模型を活用した検討を行い、有識

者の指導・助言を得ながら、アーチデザインを適用したスリムでソフトなイメージ

を与えるような施設整備を行った。

イ）琵琶湖開発総合管理所では、「大きな琵琶湖、広い空、周辺の山々・ヨシ原・砂

浜・樹林・田園・集落・市街地等の周辺地域と調和させる。」という景観コンセプ

トに基づき、琵琶湖周辺景観との調和を図るため、琵琶湖に向かって張り出す漂砂

防止堤（突堤）の設置にあたっては、できるだけ自然な色や表面の質感となるよう

配慮することとし、可能な範囲で自然石の石張を行い、琵琶湖岸の景観との調和を

図ることができた。なお、石張に用いた石材は、別工事の発生材であり、コスト縮

減も図った。

④ 建設副産物等の有効利用等 （１９０頁）

機構は公共工事を実施する機関として、建設副産物対策推進の先導的な役割を担う

ため、国土交通省が定めた数値目標を参考に、建設副産物のリサイクルにかかる目標

値を定め、着実に実施することとしている。 平成２０年度から平成２４年度は全ての

項目で目標値を達成した。

また、循環型社会の形成に向けた取組として、流木、刈草の有効利用を行った。

機構の管理するダム等のうち、流木が流入する全ダムや堰等（３２施設）において、

流木を、薪、堆肥、チップ等にして、一般の方に配布する等の有効利用を行った。

刈草は、水路施設を含むダム等施設において、堆肥化等を行い、一般の方に配布す

る等の有効利用を行った。

⑤ 環境物品等の調達 （１９４頁）

「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成１２年法律第１００号）」

第７条の規定に基づき、平成２０年度以降毎年度「環境物品等の調達の推進を図るた

めの方針（以下「調達方針」という。）」を定め、平成２０年度～平成２４年度は、各

事務所において、調達方針に規定された調達目標どおり、国が定めた基本方針に規定

された判断の基準を満たしたものを１００％調達した。

公共工事については、平成２０年度～平成２４年度は、調達方針において調達目標

値を設定した品目は１００％調達し、目標値を設定していない品目については調達方

針に従って使用可能な範囲においてその使用を推進した。

（ ）内は目標値

対 象 品 目 目 標 種 別

ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 100% (99%) 100% (99%) 100% (99%) 100% (99%) 100% (99%)

コンクリート塊 100% (99%) 100% (99%) 100% (99%) 100% (99%) 100% (99%)

建設発生木材 96% (75%) 99% (85%) 99% (85%) 99% (87%) 99% (87%)

建設発生木材 100% (95%) 99% (95%) 99% (95%) 99% (95%) 100% (95%)

建設汚泥 100% (75%) 96% (80%) 99% (80%) 99% (82%) 100% (82%)

建設混合廃棄物 70% (50%) 70% (30%) 37% (30%) 70% (35%) 39% (35%)

建設廃棄物全体 99% (91%) 98% (94%) 99% (94%) 98% (95%) 99% (95%)

建設発生土 有効利用率 96% (95%) 97% (95%) 99% (95%) 98% (95%) 100% (95%)

実 績 値

再資源化率

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

再資源化・縮減率
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⑥ 環境保全意識の向上 （１９６頁）

職員の環境に対する意識と知識の向上を図るとともに、工事や調査の関係者への環

境保全に対する意識の啓発を図ることを目的として、毎年度、本社・支社局及び全事

業所において環境学習会を開催した。環境学習会には、地域の方々、利水者等にも参

加を呼びかけ、機構の環境保全の取組に対し、理解を得るよう努め、中期目標期間に、

機構職員や工事関係者、地域住民など延べ約３５，５００人が参加した。

環境に関する専門知識を修得させるため、中期目標期間に延べ２１６名の職員が外

部機関等の環境専門研修を受講するとともに、延べ１，０５７名の職員が環境に関す

るカリキュラムを設けた内部研修を受講した。

⑦ 環境マネジメントシステムの運用 （２０２頁）

機構では、環境マネジメントシステムの国際規格であるＩＳＯ１４００１の認証を

平成１６年１２月に本社（総合技術センターを含む。）で取得して以来、前中期目標

期間に筑後川局、筑後大堰、大山ダム建設所、小石原川ダム建設所、寺内ダム管理所、

両筑平野用水総合事業所、川上ダム建設所、長良川河口堰管理所、琵琶湖開発総合管

理所及び筑後川下流総合管理所の１１事業所で取得してきた。

今中期目標期間には、環境マネジメントシステムの運用事業所数の拡大に向けた取

組として、平成２１年度に関西管内（関西支社、木津川ダム総合管理所、一庫ダム管

理所及び日吉ダム管理所）の４事業所、平成２３年度に吉野川局管内（吉野川局、池

田総合管理所、旧吉野川河口堰管理所及び香川用水管理所）の４事業所、平成２４年

度に関東管内、中部支社管内（利根導水総合事業所、思川開発建設所、沼田総合管理

所、利根川下流総合管理所、荒川ダム総合管理所、千葉用水総合管理所、下久保ダム

管理所、草木ダム管理所、群馬用水管理所、霞ヶ浦用水管理所、中部支社、豊川用水

総合事業部、木曽川水系連絡導水路建設所、愛知用水総合管理所、木曽川用水総合管

理所、岩屋ダム管理所、阿木川ダム管理所、味噌川ダム管理所、徳山ダム管理所、三

重用水管理所）の２０事業所において、ＩＳＯ１４００１の認証を取得した。

⑧ 環境情報の発信 （２０４頁）

毎年度、機構が実施した環境に関する様々な取組を取りまとめた「環境報告書」を

作成し、ホームページへ掲載するなどの方法により公表するとともに、アンケートを

付して関係機関に配布した。

「環境報告書２０１２」は、環境省及び（財）地球・人間環境フォーラムが主催す

る第１６回環境コミュニケーション大賞の環境配慮促進法特定事業者賞を受賞した。

これは、報告書の内容に加え、内部監査、外部監査を含め環境マネジメントシステム

を有効に活用していること、環境保全を軸にした地域活動への参加・協力、概要版を

作製し取組概要を知ってもらえるようコミュニケーションを図ろうとしている努力等

が評価されたものである。

環境に関する技術や取組について、積極的な情報発信に努めるため、中期目標期間

に８８件の論文等を学会、専門誌等に発表した。また、機構の「技術研究発表会」に

おいても、環境に関する１１１件の論文を発表した。
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（５）技術力の維持・向上と技術支援 （２０８頁）

中期目標

技術力の維持、向上及び蓄積した技術力の広範な提供を行うこと。また、水資源

管理を担う海外の機関と水資源に関する技術情報及び知識を共有することなどによ

り、技術力の維持･向上を図ること。

さらに、気候変動への的確な対応を図るとともに、水資源の有効利用について調

査、研究すること。

調査、設計及び研修等並びに施設の工事及び管理を受託した場合には、その適切

な実施を図ること。

徳山ダムについては、平成２０年度土木学会賞「技術賞」ならびに平成２２年度土木

学会「環境賞」を受賞した。滝沢ダムについては、平成２３年度土木学会賞「技術賞」

を受賞したほか、付替道路の一部として建設した「雷電廿六木橋（らいでんとどろきば

し）」が「土木学会デザイン賞２０１０」の「最優秀賞」を受賞した。

徳山ダムの「技術賞」は、環境保全、工程短縮、コスト縮減を実現させるための様々

な新技術・新工法を取り入れたほか、山林公有地化事業を我が国で初めて導入するなど

の先駆的な環境保全対策技術を取り入れたことが、土木技術の発展に顕著な貢献をなし、

社会の発展に寄与したと認められたものである。

滝沢ダムの「技術賞」は、コンクリート運搬工法としてSP-TOM（Special Pipe Trans

portation Method） を開発・導入し、ダム建設技術の発展に貢献したこと、また、土

木学会デザイン賞２０１０の最優秀賞を受賞した「雷電廿六木橋（らいでんとどろきば

し）」など、周辺景観に配慮した施設デザインが、新たな景観資源になっており、地域

社会の発展に寄与すると評価されたものである。

① 新技術への取組

１）技術５ヵ年計画 （２１０頁）

平成２０年度に策定した「水資源機構技術５ヵ年計画（Ｈ２０－Ｈ２４）」に基づ

き、施設の効率的な管理、水質改善、耐震性向上、施設の長寿命化、地球温暖化対策、

コスト縮減などに関する１４のテーマを重点プロジェクトとして取り組んだ。最終年

度における主な成果は次のとおり。

・ダム貯水池土砂管理、管水路の調査診断、ダム耐震性能照査、水質保全対策、機械

設備管理、電気設備管理に関するマニュアル等の技術資料の取りまとめ

・小水力発電所の運用開始１ヶ所・着工１ヶ所、実施設計６ヶ所

・水没式複合型曝気装置（コスト縮減型の貯水池水質改善装置）の技術確立

・ＣＦＲＤ（コンクリート表面遮水壁型ロックフィルダム）の設計仕様の確立

２）技術研究発表会の開催 （２１６頁）

技術力の維持・向上のため、「技術研究発表会」を開催し、論文発表等の機会を確

保するとともに、関係利水者７９機関６４６名（中期目標期間中の本社発表会とブロ
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ック発表会の合計）にも参加をいただき、広く意見を聴くように努めた。

３）特許等の取得推進 （２１８頁）

機構では、「特許権等審査会」において以下の項目を審査し、出願・維持管理等を

組織的に行っている。

一 職務発明であるか否かの認定に関すること。

二 特許権等の管理、存続及び実施に関することで特に慎重な審査を要するもの。

三 登録補償金及び実施補償金の額並びに支払方法に関することで特に慎重な審査を

要するもの。

四 発明者の異議申出に関すること。

五 外国特許等の出願に関すること。

中期目標期間中は、１０件の特許を取得するとともに、７件の特許出願を行った。

② 蓄積された技術の整備・活用

１）設計指針等の作成 （２２０頁）

水路工設計指針（震災対策設計編）について、近年の大規模地震発生を踏まえた新

たな知見の反映や、愛知用水二期事業等における大規模地震対策の実施を踏まえ、平

成２３年度に改訂版となる水路工設計指針（第９編震災対策・耐震設計編）を策定し

た。

オオタカ保全指針について、「ダム事業における希少猛禽類保全対策指針（オオタ

カ）（平成15年6月）」を取りまとめた後に得られたオオタカの生態情報等の新たな知

見に基づく保全対策の考え方、保全対策として実施してきた思川開発事業における代

替巣の設置などの結果を整理するとともに改定された環境省の「猛禽類保護の進め方」

の内容を含め、素案を作成した。

２）既設技術の集約、文書化等 （２２２頁）

管理用水力発電設備の分解整備の際に、従来の文字や図面のほか、画像や映像を組

み合わせた整備記録の試作を行った。

強化プラスチック複合管（ＦＲＰＭ管）と硬質ポリ塩化ビニル管（塩ビ管）につい

て、事故事例を基に劣化・破損のメカニズムを推定し、調査・診断の基本的な考え方

を取りまとめ、第三者委員会での助言を踏まえて「ＦＲＰＭ管・塩ビ管の劣化に関す

る調査・診断マニュアル」として作成した。

③ 技術支援及び技術情報の公開

１）受託による技術等の積極的な活用 （２２４頁）

今中期目標期間中、国、地方自治体及び民間法人等から２３７件（約３７億３千万）

の調査、設計、試験等の業務を受託し、機構が有する知識・経験や技術等を積極的に

活用することで、これら受託業務を適切に実施した。

総合技術センターでは、機構が水資源開発公団の時代から蓄積してきた技術力を生

かし、積極的な技術支援を行い、今中期目標期間中、１１７件（約１８億１千万円）
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の業務を受託し、これらの受託業務を適切に実施した。

２）発注者業務等への支援 （２３０頁）

今中期目標期間中、工事の効率的な施工と高い品質確保等を目的とした施工監理等

業務について１４件（約７億９千万円）、ダム本体工事のための積算に関する支援及

び施工計画作成業務１３件（約１億８千万円）、民間企業から提出されるダム本体技

術提案に関する妥当性の検討業務１０件（約２億円）、ダムに係る試験湛水計画の検

討業務５件（約６千４百万円）、その他ダム設備に係る管理検討業務等３件（約２千

６百万円）の計４５件（約１２億６千百万円）の発注者支援に係る業務を受託し、適

切に実施した。

機構が培った技術力を活用した適切な支援を実施した結果、これら業務のうち、国

から委託を受け平成２０年度から平成２３年度の間に業務を終了した１２業務中、４

業務については優良業務（局長表彰２業務、所長表彰２業務）の、２業務については

優良技術者（局長表彰１業務、所長表彰１業務）の表彰を受けた。

また、総合技術センターは、機構のダム・水路等事業における基幹的・専門的業務

を職員自ら実施（業務の内部化）するため、総合技術センター職員と現場職員との連

携・協働による総合的技術の承継及び維持向上を図った。

３）論文等の発表 （２３２頁）

技術力の提供及び積極的な情報発信に努めるため、「技術研究発表会」における優

秀な論文を含む３８１題（うち査読論文１１６題）の論文等を学会、専門誌等に発表

するとともに、発表論文リストを機構ホームページに掲載し、広く技術力の提供を行

った。

このうち、１２題の論文については、国土交通省国土技術発表会などにおいて、受

賞している。

４）研修等を通じた関係機関への機構技術の公開 （２３４頁）

大山ダム及び豊川用水等をフィールドとした現地研修等やＪＩＣＡ等を通じて海外

からの研修生を受け入れ、研修を実施した。

大山ダムでは、毎年１回実施し、地方自治体等の外部機関から３３名の参加を得て、

ダム本体のコンクリート打設や試験湛水の現場を活用しながら、ダムの建設から管理

まで、ダム技術に関する専門的で幅広い内容について実習した。

豊川用水では、平成２３年度と平成２４年度に実施し、地方自治体等の外部機関か

ら１４０名の参加を得て、水路施設の大規模地震の考え方等の講義、大規模地震対策

対策工の工法等の現地説明及びストックマネジメント調査実習を実施した。

ＪＩＣＡ等の研修では、１４３件の研修で計１，２６４人の海外からの研修生を受

け入れ、施設見学等に加えて、ダム定期検査の方法、水質保全対策、総合水資源管理

に係る講義や研修員討論の助言などを実施した。

これらの研修の実施により、外部機関の方々や海外からの研修生に対して、機構の

技術の公開を図った。
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④ 国際協力の推進

１）機構の技術情報、知識等の提供・共有 （２３８頁）

アジアにおける総合水資源管理(ＩＷＲＭ)の推進のためＮＡＲＢＯ（アジア河川流

域機関ネットワーク）事務局本部としての活動、ＪＩＣＡやアジア開発銀行（ＡＤＢ）

との技術協力、河川流域における総合水資源管理のためのガイドラインの普及・啓発

及び機構職員の人材育成活動等の国際協力関連業務を着実に実施した。

国内外で行われる国際会議等において、ＮＡＲＢＯ活動の一環として、流域管理機

関による総合水資源管理の重要性と、日本の流域管理機関である機構の経験や技術の

情報発信を行った。

【具体例】

ア）平成２３年１２月、日本国政府、国際連合教育科学文化機関（ＵＮＥＳＣＯ）、世

界銀行及び国連「水と衛生に関する諮問委員会」の主催により開催された「水と歴史

に関する国際ワークショップ」において、「愛知用水の５０年」パネル展示を実施す

るとともに、日本の実務組織としての経験やアジアの水管理と歴史の重要性について

の情報発信を行った。

イ）平成２５年３月、ニューヨークの国際連合本部で開催された「国連水と災害特別会

合」のサイドイベントにおいて、ＮＡＲＢＯセッションとして水災害と総合水資源管

理（IWRM）について議論する場が設けられ、理事長が機構の経験を元に総合水資源管

理の重要性について講演した。この議論の結果は，翌日の特別会合に報告されパネル

ディスカッションでも引用されるなど、特別会合の成功に貢献するとともに、機構及

びＮＡＲＢＯのプレゼンス向上につながった。

ＮＡＲＢＯ事務局として、ホームページを月２回程度更新、ニュースレターを第１

３号（平成２０年４月）から第２３号（平成２５年１月）まで発行、ＮＡＲＢＯ活動

内容等を取りまとめた年次報告書を発行、フェイスブックの開設などの情報発信を行

った。

また、ＪＩＣＡからの一括受託による研修を実施するとともに、ＪＩＣＡ等を通じ

て海外からの研修生等を受け入れ、事業概要等の説明、施設見学等を実施した。

２）河川流域機関設立、技術者養成への協力 （２４２頁）

ＮＡＲＢＯ（アジア河川流域機関ネットワーク）を通した河川流域機関を設立する

ための助言、技術者の養成に係る協力として、国際会議やワークショップ等を実施し

た。

【具体例】

ア）平成２２年１１月、インドネシアにおいて、ＮＡＲＢＯ第４回総会を開催し、総会

期間中には、現地視察、ＩＷＲＭ（総合水資源管理）セミナー、ワークショップなど

を開催した。

イ）平成２３年６月、インドネシアにおいて、第１回ＮＡＲＢＯ高級者会合を開催し、

ＲＢＯ（河川流域機関）の運営や利害関係者との調整等で必要となるリーダーシップ

について議論するとともに、機構からは、予算面や利害関係者との調整などを含む機
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構の統治システムについて紹介した。

ウ）ＮＡＲＢＯ加盟国に対して、河川流域における総合水資源管理の普及及び河川流域

管理機関の能力強化を目的とした総合水資源管理研修や目的別のワークショップを開

催した。

エ）インドネシア、ベトナム及びスリランカの各国ＮＡＲＢＯとの間で総合水資源管理

の推進を目的とする姉妹提携協定に基づき、これら３ヶ国との間で人材交流を実施し

た。

ＵＮＥＳＣＯ（国際連合教育科学文化機関）が作成に着手した「河川流域における

総合水資源管理のためのガイドライン」について、ＮＡＲＢＯ及び機構は起草のため

の運営委員会に参加し、技術情報及び知識の発信など、その作成に全面的に協力した。

アジア地域の技術協力（REgional Technical Assistant）として、平成２２年１１

月からインドネシア国ソロ川、ネパール国バグマティ川及びウズベキスタン国シルダ

リア川を対象としたＡＤＢ（アジア開発銀行）の技術支援プロジェクト「複数の流域

における水の安全保障に関する投資支援」に着手し、各国の関係組織との協議や現地

調査により把握した問題点を踏まえ、各流域での対策プログラム策定の支援とその実

施に必要な能力開発を行った。

３）国際業務等に係る人材育成と関係構築 （２４８頁）

国際業務に係る人材の育成を目的として、機構では国際グループ登録者（国際関係

業務への従事を希望する職員）制度を設け、登録職員は対象者向けの研修を受講する

とともに、国際会議等やＮＡＲＢＯ活動、又はＪＩＣＡ研修等による海外研修生の国

内機構施設への受け入れを通じて、海外の水資源に関する機関との人材交流やコミュ

ニケーション能力の向上に努めた。

また、ＪＩＣＡを通じ、中期目標期間中に長期専門家として１０カ国に１５名、短

期専門家として延べ３２名の職員、ＡＤＢ及びアジア開発銀行研究所等の国際機関に

６名の職員、在外大使館に１名を派遣し、アジア各国の水資源に関する現状や課題等

を把握するとともに、海外機関との連携強化を図った。

さらに、災害時の国際支援として、平成２２年１０月にベトナム中部地域に大きな

洪水被害をもたらした豪雨災害に対し、国土交通省とともに機構からも調査団を２名

を派遣し、技術的アドバイスを行った。その後もベトナムで行われた洪水に関するワ

ークショップに機構からも職員が参加し、積極的な提案を行うなど、その後も日本・

ベトナム間での関係強化を図っている。平成２３年秋に発生したタイにおける洪水に

対し、政府の要請を受け機構から職員を派遣し、国際緊急援助隊の一員として技術的

アドバイスを行った。その後も、タイの洪水に関する調査団に職員を派遣し、今後の

対応策の策定の検討に貢献した。この国際緊急援助隊の活動に対して、タイ国産業大

臣から感謝状が贈呈されるとともに、日本の外務大臣からも表彰された。

また、平成24年7月に開始されたタイ国による包括的治水対策の国際コンペに対応

して、我が国の主要なゼネコン、コンサル等からなるオールジャパン体制で結成され

たコンソーシアムに、機構は唯一の政府系機関として参画し、そのとりまとめ役とし
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ての役割を担った。

その他、災害時の国際支援方策検討の取組として、国内外での防災に関する国際会

議に積極的に職員を派遣し、機構の防災技術と経験を活かした情報発信や情報収集を

行った。

⑤ 気候変動への対応と水資源の有効利用等

１）降水量等の将来予測 （２５２頁）

指定７水系において機構が管理する１７のダム・堰に係る流域を対象として、ダム

流入量、ダム下流観測地点の流出予測精度の向上が期待できる分布型流出解析モデル

の構築を完了した。モデルの構築に当たっては、機構職員自ら行うことで技術力の向

上に努めた。

なお、分布型流出解析モデルを用いて、実績および予測雨量を取り込んだ高水流出

予測を行うことができるシステムを草木ダムに、実績雨量および上流ダム群の放流量

を取り込み池田ダム地点での流入量（低水）予測を行うことができるシステムを池田

ダムに構築した。

２）クリーンエネルギーの活用 （２５６頁）

小水力発電については、採算性の見込まれる霞ヶ浦用水小貝川発電所※の建設工事

に着手し、平成２３年５月から運用を開始した。また、室生ダム初瀬水路取水塔地点

の小水力発電施設整備の建設に着手した（平成２５年度完成予定）。このほか、「電

気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法」の施行により発

生電力買取価格が上昇したことから、過去実施した導入可否検討の見直し等を行い、

採算性の見込まれる豊川用水大島ダム、同宇連ダム、三重用水中里ダム、愛知用水佐

布里池流入工において実施設計を実施し、建設工事着手にむけ、準備を進めた。

※発電施設の諸元・・・・最大出力110ｋW、発生電力量約810MWｈ／年（一般家庭

約220戸分に相当）、ＣＯ２削減効果（約410ｔ-ＣＯ２／年）

太陽光発電については、調整池の水面を利用した大規模太陽光発電システムの実用

化を目指し、設置コストの削減及びモジュール冷却による発電効率の向上のための技

術開発並びに長期運用における耐久性及び安定性の確認のための実証実験及び解析を

実施し、実験終了後は、当該太陽光発電設備を有効活用し、温室効果ガス排出削減や

緊急時の非常用電源としての活用を試行することを目的として、愛知用水及び木曽川

用水において太陽光発電設備設置に着手し、平成２５年度からの運用を予定している。

このほか、房総導水路東金ダム、群馬用水の管理所及び西部用水機場において詳細設

計を実施した。（再掲）

３）ダム群再編等について （２６０頁）

既存施設の治水・利水に係る効用をより一層発揮することを目的とし、大規模出水

の発生及び渇水の頻発がみられる吉野川水系の早明浦ダムにおいて、国土交通省と連

携し、既設放流能力の増強による治水安全度の向上や容量再編による利水安全度向上

などについて検討を行った。
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４）施設の長寿命化施策等の検討 （２６４頁）

木津川上流のダム群（高山ダム、青蓮寺ダム、布目ダム、比奈知ダム）におけるラ

イフサイクルコスト低減の視点から、既存ダムの水位を低下して効率的な堆砂除去を

実施するための代替容量として、必要な容量を川上ダムに確保することが、平成２１

年３月に策定された淀川水系河川整備計画に位置づけられ、その容量を活用すること

で、既存の利水者に支障を与えることなく、管理ダム及びダム貯水池の点検や維持管

理の実施を可能とし、木津川ダム群としてライフサイクルコストの縮減と確実な施設

機能の維持を図るための長寿命化施策※について検討を行い、木津川上流ダム群長寿

命化運用基本計画（案）およびダム長寿命化に向けた土砂管理ガイドライン（原案）

を作成した。

※長寿命化施策：堆砂の進行した既設ダムの堆砂除去を容易に行うため、陸上掘削が

可能となる水位まで水位を低下をさせると、既設ダムでは計画の利水容量が確保で

きなくなることから、不足する利水容量を補うため川上ダムに代替容量を確保し利

水補給に支障を来たさないようにする一連の運用のこと。

５）関連施設との一体管理について （２６６頁）

水資源の利用の合理化、一体的管理による、より効果的な水運用を可能とするため、

吉野川水系では、用排分離による水質改善、取水口の統合と高低差を利用した農業用

水の排水等を目的とした国営吉野川下流農地防災事業の完成に合わせ、柿原取水口の

取水パターンの前倒し及び期別の取水量の変更を行うこととしており、これに伴う早

明浦ダム、池田ダムのかんがい期の補給方法等の改訂について、関係機関と事業の進

捗や管理規程変更に向けた協議を行った。

また、吉野川水系銅山川では、下流から新宮ダム、柳瀬ダム（国土交通省）、富郷

ダムが直列に配置され、連携して水資源開発を行っている。新宮ダム下流では、地域

住民から河川環境の改善が望まれている。これ踏まえ、国土交通省と共同で、新宮ダ

ムに加えて富郷ダムの洪水調節容量を利用し、新宮ダム下流の環境用水として放流す

る弾力的管理試験を行った。

また、機構施設である滝沢・浦山ダムと、両ダムの近傍に位置する秩父市水道をモ

デルケースとした施設の一体的管理に関するケーススタディを実施し、水道施設と機

構施設の一体管理に間する制度面、技術面の可能性及び施設管理の効率化に関する検

討結果を取りまとめた。

６）水系内水質の改善について （２６８頁）

良質な用水の供給を行うため、関係機関との連携した取組として水系内の水質改善

に向けた検討の場へ参画し、水質改善に向けた情報共有に努めた。千葉用水において

は、「印旛沼流域水循環健全化会議」での議論を踏まえて、印旛沼の水質改善に向け

た大和田排水機場の運転による水質浄化対策を実施した。

国土交通省が国土交通大臣プロジェクト「健全な水循環系の再生」を推進するため

の方策について、国土交通省と連携し、必要なデータ提供を行った。
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（６）関係機関との連携

中期目標

適切な役割分担の下に効率的な業務の実施を図るため、利水者をはじめとした関

係機関に対し、業務運営に関する適時適切な情報提供等を行うこと等より積極的な

連携を図ること。また、用途間転用等水資源の利用の合理化の実施、費用の負担割

合の決定等に当たっては、関係機関との円滑な調整に努めること。

１）事業実施計画等の策定・変更時の情報提供と関係機関との円滑な調整（２７２頁）

事業実施計画等の作成・変更に当たっては、費用負担者及び関係機関に対して必要

な情報提供を行い、円滑な調整に努め、認可を得た。

なお、平成２１年２月に実施した利水者アンケートにおいて、滝沢ダム建設事業及

び武蔵水路改築事業の利水者（管理事業も含む）から、説明資料の内容不十分などの

意見があった。これを踏まえ、関東事業担当セクションの体制を充実させるとともに、

関係部及び関東事業担当による調整会議を活用するなどして、利水者への迅速かつ適

切な対応に努めた。

○事業実施計画

・思川開発事業 平成２１年３月 事業実施計画（第３回変更）

・木曽川水系連絡 平成２０年８月 事業実施計画

導水路事業

・滝沢ダム建設事業 平成２１年８月 事業実施計画（第３回変更）

・武蔵水路改築事業 平成２１年８月 事業実施計画

・川上ダム建設事業 平成２３年２月 事業実施計画（第２回変更）

・大山ダム建設事業 平成２４年９月 事業実施計画（第３回変更）

・福岡導水事業 平成２１年５月 事業実施計画（第５回変更）

・木曽川右岸施設緊急 平成２１年９月 事業実施計画

改築事業

○施設管理規程

・長良川河口堰 平成２０年５月 施設管理規程（変更）

・印旛沼開発 平成２１年３月 施設管理規程（変更）

・香川用水 平成２１年３月 施設管理規程（変更）

・房総導水路 平成２１年３月 施設管理規程（変更）

・岩屋ダム 平成２２年１月 施設管理規程（変更）

・木曽川用水 平成２２年１月 施設管理規程（変更）

・群馬用水 平成２２年３月 施設管理規程（変更）

・矢木沢ダム 平成２２年３月 施設管理規程（変更）

・奈良俣ダム 平成２２年３月 施設管理規程（変更）

・淀川大堰 平成２３年３月 施設管理規程（変更）

・高山ダム 平成２３年３月 施設管理規程（変更）

・青蓮寺ダム 平成２３年３月 施設管理規程（変更）
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・正蓮寺川利水 平成２３年３月 施設管理規程（変更）

・琵琶湖開発 平成２３年３月 施設管理規程（変更）

・日吉ダム 平成２３年３月 施設管理規程（変更）

・矢木沢ダム 平成２４年３月 施設管理規程（変更）

・群馬用水 平成２４年３月 施設管理規程（変更）

・愛知用水及び愛 平成２４年３月 施設管理規程（変更）

知用水二期

・豊川用水施設等 平成２４年３月 施設管理規程（変更）

・大山ダム 平成２５年３月 施設管理規程

・筑後大堰 平成２５年３月 施設管理規程（変更）

・福岡導水 平成２５年３月 施設管理規程（変更）

・筑後川下流用水 平成２５年３月 施設管理規程（変更）

・正連寺川利水 平成２５年３月 施設管理規程（変更）

・淀川大堰 平成２５年３月 施設管理規程（変更）

・青蓮寺ダム 平成２５年３月 施設管理規程（変更）

・比奈知ダム 平成２５年３月 施設管理規程（変更）

２）建設事業・事業費管理検討会等の開催 （２８８頁）

建設中のダム８事業（滝沢ダム建設事業、思川開発事業、武蔵水路改築事業、木曽

川水系連絡導水路事業、川上ダム建設事業、丹生ダム建設事業、大山ダム建設事業、

小石原川ダム建設事業）と用水路等７事業（群馬用水施設緊急改築事業、印旛沼緊急

改築事業、豊川用水二期事業、木曽川右岸施設緊急改築事業、香川用水施設緊急改築

事業、両筑平野用水二期事業、福岡導水事業）において、関係都府県、利水者等と事

業費管理検討会の開催又は関係都府県、利水者等を対象とした説明会などを開催し、

それぞれの事業の状況等に応じて、事業費、工期等を適切に管理するための検討や、

業務運営に係る情報の関係者への提供、利水者の要望等の把握を行った。

３）管理業務・利水者等説明会の開催 （２９２頁）

中期目標期間中の毎年度、各管内毎に利水者の要望等を踏まえ、説明項目、説明時

期等を決定し、当該年度の管理業務実施計画及び翌年度の事業計画案の説明を中心と

した利水者に対する説明会等を開催した。

また、事業計画の変更については、変更の必要が生じた都度、利水者への説明を実

施した。

さらに、用水路等施設管理業務においては、愛知用水等１７施設について管理運営

協議会等を開催し、利水者からの意見･要望等の把握に努めた。

４）水資源利用の合理化における関係機関調整 （２９６頁）

平成２０年度において、長良川河口堰の開発水のうち愛知県工業用水の一部を愛知

県水道用水に転用（５．４６ｍ3／ｓ）することに伴う費用負担割合の変更に係る長

良川河口堰に関する施設管理規程変更の認可を受けた。
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平成２１年度において、岩屋ダムの開発水のうち三重県工業用水の一部を三重県水

道用水に最長平成３０年３月３１日まで暫定的に転用（０．２２５ｍ3／ｓ）するこ

とに伴う費用負担割合等の変更及び同開発水を取水導水する木曽川用水の費用負担等

の変更に係る岩屋ダム及び木曽川用水施設に関する施設管理規程変更の認可を受け

た。

平成２３年度において、群馬県が矢木沢ダムに持つ水道用水の一部を高崎市に配分

することに伴い、矢木沢ダム及び群馬用水施設に関する施設管理規程変更の認可を受

けた。

これらの手続きに関しては、関係機関と円滑な調整を実施した。
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(７) 水源地域等との連携

中期目標

水源地域の自立的・持続的な活性化と流域圏の発展に貢献するため、自治体、住

民等と積極的な連携を図ること。また、上下流交流を推進し、水源地域と下流受益

地の相互理解を促進すること。

１）上下流交流と施設周辺地域交流 （３００頁）

水源地域と下流受益地の相互理解促進のための上下流の交流活動として、上下流住

民の交流やその行事、下流域利水者の水源地視察など、各事務所で参加又は実施に協

力した。（H20：29事務所、H21：34事務所、H22：45事務所、H23：46事務所、H24:50

事務所）

また、全事務所において、地域行事への参加（協力）、清掃活動、施設見学会など

の８活動の取り組みを行い、上下流住民や施設周辺地域住民との交流に努めた。

２）貯水池保全のための森林保全 （３０８頁）

貯水池保全の観点から、土砂及び流木の流入を抑制する必要がある。このため、流

出土砂抑制方策の一つとして、森林の荒廃抑制対策に着目した方策について検討を行

っている。

具体的には、早明浦ダムにおいて、流域山林の整備状況の違いが流域の山腹法面崩

壊や森林からの流出土砂に与える影響について把握するための調査計画立案、調査候

補地の抽出、関係機関との連絡調整を行った。なお、流出土砂の影響度合いについて

調査できる装置を設置したが、適当な降雨がなかったこと、試験用地を確保すること

ができなかったことにより、データ蓄積を行うことはできなかった。

また、平成２４年度は浦山ダムにおいて、ダム湖周辺及びその上流域での土砂発生

源を特定するため、ダム建設前と最新の航空写真を判読することで、林相の変化及び

崩壊・荒廃状況変遷を比較し、植生や地形状況毎に面積等を算出した流域状況図を作

成した。

３）湖面・湖岸の利活用 （３１０頁）

今中期期間中、水源地域の活性化のために定めている水源地域ビジョン計画に沿い、

湖面を利用したレガッタ大会やカヌー等の利用、ダム湖周辺でのマラソン大会やウォ

ーキング大会、湖岸の清掃活動等など、水源地域の自治体や住民等とともに積極的に

参加・協力し、連携を図った。
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(８) 広報・広聴活動の充実

中期目標

広報の質の向上に取り組み、必要とされる情報を的確に発信し、利水者をはじめ

広く国民から機構の果たしている役割･業務について理解を得るとともに、広く意

見を聴取すること。

① 機構が提供する情報の充実 （３１８頁）

利水者をはじめ広く国民への的確な情報の発信に資するため、ホームページ、広報

誌等による情報提供の内容充実を以下のとおり図った。

渇水情報は、ホームページにダムの利水貯水率をグラフなどで掲載するとともに、

渇水状況の写真を掲載し、ホームページからダウンロードできるようにするなど、国

民の関心の高い情報の積極的な配信に努めた。この結果、提供のデータ等が多くの報

道機関で利用された。

洪水調節効果については、洪水調節後、なるべく早く、国民の方にも分かりやすく、

直観的に把握できるよう、水位低減効果を図示するなどの工夫を行って情報発信を行

った。

ホームページは、高齢者・障害者が利用しやすくするための提供方法のガイドライ

ンを作成し、本社等のホームページの再構築を行うとともに、アクセス解析等を行い

内容充実に努めた。アクセス解析を受けて「新着情報」の充実を図るとともに、「映

像コーナー」や「イベントコーナー」などを追加するなど、利用者の関心が高い情報

について充実させた。また、新着情報をより多くの人に知ってもらうため、「ツイッ

ター」を設け、配信した。

広報誌「水とともに」においては、水の重要性や先人の努力等について、水をテー

マに活躍している有識者のコラム、水に関する功績を残した土木技術者を中心とした

記事の連載、機構の管理業務の実績や効果、など、広く国民の関心をひくような情報

発信を行い、機構施設に関わりが深い利水者等からの情報発信「水のひろば」などの

新企画を入れるなどの工夫を図った。東北地方太平洋沖地震に関しては、機構施設の

受けた被害からその対応、復旧について取り上げ、読者から「震災復旧のために関係

者の努力がよく分かった。」など、多くの意見が寄せられた。

さらに、報道機関に対し機構事業をよりよく理解してもらうために、報道関係者を

対象に、視察会や説明会を開催した。

これらにともない、記者発表件数は20年度129件から24年度267件に、また情報発信

を受けて一般紙の新聞に掲載された件数は20年度127件から24年度192件へと着実に増

加した。

【具体例】

平成２２年度には、香川用水施設機能調査（空水調査）の報道機関への公開を実施

し、テレビ局５社、新聞社６社に及ぶ報道機関において報道された。これについては、

トンネル内面調査を報道機関に公開したことなどが他の広報の模範となると評価され、

平成２２年度農業農村整備事業広報大賞特別賞（全国農村振興技術連盟主催）を受賞
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② 緊急時における迅速かつ的確な広報の実施 （３２８頁）

３３ダム等においてダム諸量情報をホームページに掲載しており、風水害時にダム

放流量やダム状況図を提供することで、下流利水者等における上流状況の把握に寄与

した。

洪水発生時には、ダムからの放流情報等を迅速かつ的確に行うことで関係機関等の

事前の災害防止対応に寄与している。洪水時の防災操作については、記者発表やホー

ムページ掲載を行い、ダムの果たした役割を知ってもらうように努めた。

水質事故発生時には、発生時の状況、対応状況等について利水者等へ情報発信を迅

速かつ的確に行い、利水者側での影響拡大防止に寄与している。

渇水時には、報道機関への写真提供がスムーズにできるように、ホームページに日

ごとのダムの貯水状況がわかる写真を掲載するなどの工夫を行い、多くの報道機関が

機構提供の写真を利用することとなった。

平成２４年度には、全事業所のホームページのトップページに「緊急のお知らせ」

欄を設置し、通常時のホームページ更新担当者以外の者でも、緊急時の情報等を即時

に登録・配信ができるようにし、防災や渇水等の緊急情報等の発信用として活用して

いる。

【具体例】

平成２４年度には、滝沢ダムで、報道関係者を対象に下流被害軽減のための防災操

作についての理解を深める機会を提供する現地説明会を開催

③ 水の週間等、各種行事への取組 （３３２頁）

「水の日」及び「水の週間」の中央行事においては、関係機関との共同開催により

「水の展示会」、「水を考えるつどい」の開催、「水とのふれあいフォトコンテスト」

の実施、「全日本中学生水の作文コンクール」の後援、本社ビル前での再生水を利用

した「打ち水大作戦」の後援などを行った。平成２３年は、「水を考えるつどい」に

皇太子殿下のご臨席を賜り、御言葉を頂いたほか、東北地方太平洋沖地震により水道

施設をはじめとしたライフラインに甚大な被害が生じた宮城県南三陸町長より、津波

による被災地の状況やライフラインの被災状況を報告して頂いた。

各事業所では、上下流交流会、下流受益地でのパネル展示、施設見学会、出前講座

などを実施し、地域交流や水資源の有限性、水の貴重さ等について国民の関心を高め、

理解が深まるような行事を行った。

【具体例】

・子供たちの一層の機構施設の見学の機会を得るよう、小学校の先生を対象とした施

設説明会の開催

・23年度に愛知用水通水５０周年を記念して世界銀行東京事務所と共催によるパネル

ル展示の実施

・24年度に講義や研究内容がどう実践に結びついているかを実地で体感してもらう機

会として、理工系大学生を対象とした施設見学会の実施

・24年度にダム愛好家との交流を契機とした一般向けダム写真展をリレー方式で共催
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（９）内部統制の強化と説明責任の向上 （３３６頁）

中期目標

業務運営の適正化を図るため、コンプライアンスの徹底や監事機能を強化する他、

以下のことに努める等、内部統制の強化と説明責任の向上を図ること。

①入札契約制度における競争性や透明性の確保、②「随意契約の見直し計画」に基

づく取組みの実施及び公表、③監事及び会計監査人による監査(入札･契約の適正な実

施についてチェックを受ける)、④関連法人との関係の透明性の確保、⑤談合防止対

策の推進等

内部統制の強化と説明責任の向上のため、以下の①から⑥の取組を実施したほか、

毎年、理事長をはじめ役員が各支社局等に出向き、支社局幹部及び現場所長に対して

機構の経営理念や経営方針等を直接説明してその周知徹底を図るとともに、現場にお

ける課題等について意見交換を行った。

① コンプライアンス等の強化

１）倫理行動指針の浸透、定着に向けた取組 （３３８頁）

倫理行動指針を平成２０年７月に策定し、全職員に理事長からメールで通知すると

ともに、機構ＨＰ上に掲載し、機構のコンプライアンスの徹底を内外に表明した。

また、倫理行動指針の浸透、定着に向け、

・全事務所における説明会の実施（平成２０年度から毎年実施）

・「ポケット倫理行動指針」の作成（平成２１年度）

・「コンプライアンスに関するアンケート」の実施（平成２２年度から毎年実施）

・「コンプライアンス推進月間」（平成２３年度から毎年実施）

・「法務ゼミ」の開催（平成２０年度から毎年、月１回実施。本中期目標期間中５

４回開催）

・「メルマガ１分豆知識」を配信（平成２４年度から開始。本中期目標期間中３２

回配信）

等に取り組んだ。

２）倫理委員会による審議 （３４０頁）

倫理委員会（平成２０年１月に倫理懇談会から格上げ）において、内部統制の取組

状況に関する審議等を実施した。

なお、本中期目標期間中では、毎年２回、合計で１０回開催した。

３）コンプライアンス推進責任者の選任 （３４２頁）

平成２０年４月に、法務部門の強化とコンプライアンス推進体制の支援を目的とし

て、本社に特命審議役を設置した。平成２０年７月にはコンプライアンスの推進に関

する規程を制定し、本社・支社局及び全事務所に、コンプライアンス推進責任者を設

置し、職員等からの相談に対して適切に対応する体制を構築した。
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４）推進体制の強化 （３４４頁）

平成２０年７月に制定したコンプライアンスの推進に関する規程に基づき、法令又

は機構諸規則に違反する行為が行われた事案等について、機構の職員のみならず外部

の方々からの通報を受け付けるコンプライアンス専門窓口を設置した。また、通報窓

口については機構職員への周知のみならず、機構ＨＰに掲載し、外部の方々にも周知

を図っている。

さらに平成２４年度においては、コンプライアンス専門窓口である指定弁護士の窓

口を１箇所から３箇所に増やすことにより、通報者の利便性を強化した。

また、増設した窓口の連絡先について、外部の方々にもわかるよう、機構ホームペ

ージに追記するとともに、職員に対しては、ポスターやポケット倫理行動指針等に追

記するなど、身近なツールを活用した周知を図った。

５）推進状況の評価 （３４６頁）

コンプライアンスの推進状況については、毎年度倫理委員会での審議、監事の監査

を経て、業務実績報告書により主務省の独立行政法人評価委員会へ報告しており、平

成２０年度には３、平成２１年度、平成２２年度はＳ、平成２３年度はＡ評価を受け

ている。

② 監事機能の強化 （３４８頁）

平成２０年度に監事監査要綱を改正し、監査室以外の職員に監査業務を補助させる

ことができるようにするとともに、必要に応じ弁護士等と情報交換・調査依頼等をす

ることができるよう措置した。この改正を受けて、第２期中期期間中、１２事務所の

監査において、文書管理、土木、電気、機械設備等に精通した職員１４名を監事補助

者に指名し、補助者の専門知識を活用した監査を実施した。

また、会計監査人との情報交換を行い連携を図った。

③ 入札契約制度の競争性・透明性の確保

１）入札契約制度における競争性・透明性の強化 （３５０頁）

１者応札の改善については、入札公告期間の延長などの「公告期間、公告方法の改

善」、地域要件等の「入札参加条件等の緩和」等の取り組みを行ったことにより、平

成２４年度の一般競争入札における１者応札の割合は１９．１％となり、前中期目標

期間の最終年度である平成１９年度の６２．３％、今中期目標期間の初年度である平

成２０年度の７０．０％に比べ、大幅に改善した。

外部有識者で構成する入札等監視委員会を、中期目標期間中、２１回開催し、機構

が発注する工事等に係る入札・契約手続並びに補償契約に係る契約事務手続における

公正の確保と透明性の向上を図った。

当機構の監事及び外部有識者によって構成する契約監視委員会を、中期目標期間中、

２０回開催し、機構が発注する工事等に係る契約において、競争性のない随意契約の

見直しを更に徹底的に行うとともに、一般競争入札等について真に競争性が確保され

ているかについての点検・見直しを行った。
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２）ホームページ等での公表 （３５４頁）

平成２０年１月分から継続して「公共調達の適正化について」（平成１８年８月２

５日付財計第２０１７号財務大臣通達）に基づく入札結果等のホームページによる公

表を行った。また、随意契約については、平成１９年に策定・公表し、平成２２年６

月に改めた「随意契約等見直し計画」に則って実施するとともに、フォローアップを

公表した。

④ 談合防止対策の推進 （３５６頁）

談合等、不正行為に関わった業者に対し指名停止期間の延長等の既に実施したペナ

ルティ強化を維持した。

また、毎年度、新規採用職員、退職予定者に対し、談合防止等についての説明会を

実施した。

さらに、広く職員が参加できる研修等において、独占禁止法等に係る研修を実施す

るとともに、機構（公団）の既退職者中、希望者に対し、法令遵守についての説明会

を行った。

⑤ 関連法人への再就職及び契約等の状況の公表 （３５８頁）

「独立行政法人整理合理化計画」（H19.12.24閣議決定）に基づく当機構と関連法人

との間の補助・取引等の状況、当機構から関連法人への再就職状況についてホームペ

ージで公表した。また、独立行政法人と一定の関係を有する法人と契約を行った場合

には、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（H22.12.7閣議決定）に基づ

き、当該法人への再就職の状況、当該法人との間の取引等の状況について、ホームペ

ージで公表した。

⑥ 財務内容の公開

１）国民への財務内容の公開 （３６０頁）

財務諸表については、国土交通大臣の承認を受け、機構ホームページに掲載すると

ともに、本社、支社局及び全事務所において閲覧に供した。また、セグメント情報に

ついては、「区分経理によるもの」、「施設の機能別によるもの」及び「水系によるも

の」の３種類を公表した。

２）機関投資家への財務内容の公開 （３６２頁）

毎年度、機構の業務概要及び各年度決算の内容等を盛り込んだ資料を作成のうえ、

機関投資家、アナリスト等を対象とした決算等説明会を開催したほか、債券発行に係

る情報等を適宜ホームページに掲載し、業務運営の透明性を確保した。

また、機関投資家に提供する信用リスク情報として、格付会社から格付を取得して

いる。
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２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

(１)機動的な組織運営 （３６６頁）

中期目標

機動的な組織運営を図るため、重点的かつ効率的な組織整備を行うこと。

また、人事制度の適切な運用や職員のインセンティブ確保等による資質向上に努

めること。

繁忙期、緊急時に機動的な業務遂行が可能となるように設置された総合技術センタ

ーを中心に適切な人員配置を行った。

また、平成２４年度には、本社とは独立した業務執行体制としている総合技術セン

ターについて、総合技術センター職員の集約化によるグループ間の連携強化、業務の

効率化及び本社等経費の削減を図るため、本社との密な連携を特に要する国際グルー

プを除き、全グループを浦和の試験所に統合移転した。

さらに、人材育成プログラムに基づく各種研修等の実施により、職員の資質を高め

る取組を推進した。

① 機動的な組織運営

１）国民からの意見募集 （３６８頁）

機構の業務、マネジメントに関して、直接国民から意見を募集する手法検討として、

平成２０年度は、インターネットを利用したネットリサーチの試行を行った。平成２

１年度から平成２４年度は、各年度の業務実績報告書に機構の業務、マネジメントに

ついて記載していることから、これに対する意見募集を主務省のホームページ上で行

った。

２）国民及び利水者の要望、意見の把握 （３７０頁）

建設事業及び管理業務の実施に当たって利水者等との意見交換を行い、利水者等の

要望、意見を把握し、当該要望等に対し的確に対応し、利水者等に対するサービスの

向上に努めた。

また、機構の業務運営に対し利水者がどの様に感じているのか、利水者が機構に対

してどの様なニーズを有しているのかを把握するため、第２期中期目標期間の各年度

において、水道事業者である地方公共団体や土地改良区等の利水事業者のほか、関係

機関として関係都府県の窓口部局等を対象に利水者アンケートを実施した。なお、各

年度におけるアンケートの実施にあたっては、より効果的に利水者意見・要望を把握

すべく、アンケート項目その他調査票様式について、一部見直しを行った。

さらに、調査実施年度の翌年度においては、利水者アンケートに対し意見等を寄せ

た利水者と個々に協議の上、フォローアップを行うことにより、説明責任を徹底し、

もって利水者等へのサービスの向上に努めた。
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３）本社・支社局における利水者対応の充実 （３７２頁）

平成２０年度～２４年度において、利水者等の長との直接対話の実施や、本社及

び支社局の利水者窓口（利水者サービス課等）における各種説明会の実施等により、

利水者からの要望・意見の把握に努めた。

４）効率的な業務遂行のための組織整備 （３７４頁）

平成２３年３月１１日の東北地方太平洋沖地震で被災した、利根川河口堰、霞ヶ浦

開発、印旛沼開発、霞ヶ浦用水等の機構施設の応急復旧では、本社をはじめ全国の支

社局及び現場事務所から機構全職員の約１割に相当する１６７人の職員を応援派遣

（うち、９２人については、各被災事務所に配置。延べ１,１０１人・日に相当）し、

機動的な人員配置を行った。

また、繁忙期、緊急時に機動的な業務遂行が可能となるように設置された総合技術

センターを中心に適切な人員配置を行った。

さらに、機械設備の点検や堆砂測量など各事務所で類似する業務の一括発注や、管

内の広報企画を一括実施することによる業務の合理化、また、人材育成を兼ねた調査

設計の支援、監督業務の実務研修による職員の資質向上を図った。

５）プロジェクトチーム等の活用 （３７６頁）

「国土交通省基本方針に基づく理事長プロジェクト」として、国土交通省をはじめ

とする関係機関と連携し、「持続可能で活力ある国土・地域づくり」に積極的に取り

組んでいくこととし、８のプロジェクトを立ち上げ、検討を開始した。

「水資源機構技術５ヵ年計画（Ｈ２０－Ｈ２４）」に基づき、特に重点的に実施す

る１４のテーマについて発足したプロジェクトチームを活用し、重点プロジェクトと

して引き続き取り組んだ。

さらに、事業進捗等を図るため、次のプロジェクトチームを設置し活用を図った。

ア）本社関係部室から構成される「木曽川水系連絡導水路承継プロジェクトチーム」

を発足し、円滑な事業承継につなげた。

イ）本社各部室及び関係事務所から構成される「思川導水路契約プロジェクトチーム」

を発足し、導水路工事の発注としては、機構として初めての設計・施工を一括契約

する「高度技術提案Ⅱ型総合評価落札方式」による工事公告を、平成２１年５月に

行った。

ウ）現場事務所に加え、本社関係部室から構成される「武蔵水路改築工事契約プロジ

ェクトチーム」を平成２１年度に発足し、契約手続の準備作業を行い、平成２２年

度以降の水路改築工事の発注、着手に繋げた。

エ）筑後川局と大山ダム建設所の関係課で構成する「大山ダム管理移行プロジェクト

チーム」を発足し、解決すべき課題の整理と工程監理を行うとともに、施設管理規

程（案）の作成、関係法協議等の進捗を図り、平成２５年４月からの管理移行を果

たした。
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② 人事制度の運用 （３８２頁）

人事制度については、従来の学歴、採用年次等を重視した年功序列型の制度を改め、

機構の経営理念及び組織目標の実現に向け貢献している職員を適正に評価・処遇する

ため、平成１６年度より運用している。

評価結果については、翌年７月からの月例給与及び業績手当に反映するとともに、

評価結果に基づき昇給、昇格及び適切な人事配置を行い、職員のインセンティブを確

保した。

③ 職員の資質向上

１）人材育成プログラムに基づく研修内容の充実 （３８４頁）

人材育成プログラムに基づき、ＯＪＴと研修とが相まって、人材育成を効果的に実

施できるよう研修計画を作成し新たな研修の追加や研修内容の充実を図るとともに、

内部研修を実施した。また、外部機関（国土交通省、環境省等）が実施する研修につ

いても積極的に職員を参加させ（延べ３０９コース、延べ５０３名）、内部研修では

修得できない分野の高度な専門知識の修得を図り、職員の資質の向上に努めるととも

に、民間が主催する研修を受講させ（延べ８１コース、延べ１１７名）、民間の研修

生との意見や情報の交換を行うことにより、民間的経営感覚、広い視野の修得を行っ

た。

２）自己研鑽しやすい環境の整備 （３８８頁）

人材育成プログラムに基づく取組、公的資格取得や通信教育講座等に関する情報提

供について、社内ＬＡＮの人事掲示板（全社）を活用して行うとともに、技術士等の

業務に活用できる資格を取得した職員の表彰を実施し、公的資格の取得を促進し、職

員の資質向上を図った。

３）計画的な人材育成 （３９０頁）

技術力の更なる向上のための人員配置については、ＨＤ（ホームドクター制度）の

活用により、総合技術センターと現場が一体となって業務を実施することにより、そ

の業務に携わる職員の資質の向上を図った。また、事務系及び技術系職員ともに入社

１０年間で、各部門（事務系：総務、財務、用地、技術系：ダム、水路、設備等）又

は幅広い職種（調査設計、環境、工務、工事等）を経験させ、その後、自ら向上して

いく能力を身につけさせるため、専門分野（複数）を経験させるなどの人員配置を行

い、計画的な人材育成を行った。
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(２) 効率的な業務運営 （３９２頁）

中期目標

業務運営全体を通じて、情報化・電子化による業務改善、業務の一元化による組

織のスリム化及び外部委託等を推進することにより、効率的で経済的な事業の推進

を図ること。

業務の効率化を図ることが可能な環境を確保するため、人事総合システム、経理シ

ステム、知識活用のためのシステム等の的確な運用に努め、必要に応じてシステムの

見直し、改良等を行ったことにより、更なる業務の効率化を図った。

職員一人一人が日頃の業務を見直すことにより、機構業務をスリム化するための取

組として「業務改善チャレンジ運動」を実施した。

その一環として役員による優秀な事例の選定と表彰を行う「業務改善コンテスト」

を開催し、優秀事例の表彰・普及を図った。本中期目標期間中に応募のあった５００

の改善事項についての共有と職員の業務改善意識向上を図るため、ニュース（34回）

及びメルマガ（90回）を発行した。

【具体例】

・パソコンとインターネットを活用したｗｅｂ会議システムを導入して移動時間と出

張旅費を削減

・辞令書を廃止して作成と交付に係る作業と経費を削減

・震度４の地震発生後の水路施設点検について休日・夜間の点検業務を平日・昼間に

実施可能とする

① 情報化・電子化による業務改善 （３９４頁）

システムの円滑な運用と業務の更なる効率化を図るために、人事総合システム及び

経理システムの改造等を行った。情報提供システムについては、本中期目標期間中、

的確な運用に努めるとともに、新たに６コンテンツを追加し提供情報の充実を図ると

ともに、アンケートを実施し利便性の向上にも努めた。

また、契約金額５００万円以上の工事及び設計業務等を対象とした全件で、国土交

通省の基準に準拠した電子納品を実施した。

② 組織間の役割分担の見直しと業務の一元化 （３９６頁）

以下のような組織整備を行うことで、効率的な業務運営を図った。

○改築事業を開始する施設に係る事務所の総合事業所化、近接する既存事務所同士を統

合し、効率的な組織整備を図った。

【具体例】

・武蔵水路改築調査所と利根導水総合管理所とを統合して利根導水総合事業所に再編

（平成20年度）

・滝沢ダム建設事業の完了に伴い、荒川ダム総合事業所を荒川ダム総合管理所に改組
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（平成20年度）

・印旛沼開発施設緊急改築事業の完了に伴い千葉用水総合事業所を千葉用水総合管理

所に改組（平成21年度）

・小石原川ダム建設所と寺内ダム管理所とを統合して朝倉総合事業所に再編（平成22

年度）

○間接部門の効率化を推進し、本社･支社のスリム化を図った。

【具体例】

・本社用地部の補償業務課と補償審査課との統合（平成20年度）

・中部支社の企画調整課、第一･第二設計課の統合（平成20年度）

・関西支社計画課、設計課及び環境課の統合再編による計画調査課、設計環境課への

改組（平成21年度）

・本社･支社局の管理職ポスト及び定員の対前年度比約１割削減（平成24年度）

・中部支社の管理部及び建設部を廃止し事業部を設置するとともに、第一事業企画課

及び第二事業企画課を廃止し事業企画課を設置（平成24年度）

③ 外部委託の活用 （３９８頁）

単純、定型的な業務について外部委託するとともに、一層の機械化・電子化を推進

した。

また、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成２２年１２月７日閣

議決定）に基づき、民間委託の拡大を検討し、平成２３年１２月に「維持管理業務等

民間委託拡大計画」を策定した。平成２４年度にモデル地区３管理所（愛知用水総合

管理所、池田総合管理所、旧吉野川河口堰管理所）において試行を行った。民間委託

以外の形で他の主体に任せる業務についても、管理用道路維持管理等の一部について、

移管するための条件など相手方との協議を行い、0.3kmの管理用道路の維持管理を移管

するとともに600m2の除草作業削減を行った。

④ 継続雇用制度の活用 （４００頁）

豊富な経験と知見を持つ人材の活用により業務運営を効率化するため、高年齢者等

の雇用の安定等に関する法律（昭和４６年法律第６８号）に基づき、平成１９年４月

に運用を開始した継続雇用制度により、継続雇用従事者を雇用し、機構の業務運営の

効率化に寄与した。
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(３) 事務的経費の節減 （４０２頁）

中期目標

事務的経費（人件費及び公租公課を除く。）については、前中期目標期間の最終

年度（平成19年度）と中期目標期間の最終年度（平成24年度）を比較して15％節減

すること。

事務的経費の節減は、各事務所の自主的取組であるアクションプログラムの実施によ

る物件費等の節減、また、環境マネジメントシステム（ISO規格）の運用による節減等

により、平成24年度の事務的経費は、平成19年度と比較して１８．３％（総額で約８．

９億円）節減し、中期計画に掲げる目標（１５％節減）を達成した。

(４) 総人件費改革に伴う人件費の削減 （４０４頁）

中期目標

簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平成18年法

律第47号）に基づき、平成18年度から平成22年度までの５年間において、人件費（退

職手当等を除く。）について5％以上の削減を行うほか、中期目標期間を通じて国

家公務員に準じた人件費縮減の取組みを行うこと。

また、国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与体系の見直しを進めることとし、

給与水準の適正性について検証し、その検証結果や取り組み状況を公表すること。

中期目標期間において、機構独自の給与抑制措置を以下のとおり実施した。以下の取

組により、人件費を平成１７年度と比較して２３．７％削減し、本中期目標期間に掲げ

た目標（５％以上削減）を達成した。

【役員】

①平成20年度 本給５％相当の自主返上

②平成21年度 本給５％相当の自主返上

③平成22年度 本給５％相当の自主返上、地域手当支給割合20％相当及び異動保障相

当の自主返上

④平成23年度 本給５％相当の自主返上、地域手当支給割合20％相当及び異動保障相

当の自主返上

⑤平成24年度 本給6.5％カット、地域手当の支給割合20％カット、地域手当の異動

保障凍結

【職員】

①平成20年度 本給５％カット、現場勤務手当の廃止等、地域勤務型職員の本給減額

②平成21年度 本給５％カット、補佐手当の廃止、地域勤務型職員の本給減額、管理

職に対する業績手当のカット

③平成22年度 本給５％カット、昇給の１ヶ月延伸、地域手当の支給割合20％カット、



( 48 )

地域手当の異動保障凍結、地域勤務型職員の本給減額

④平成23年度 本給５％カット、昇給の停止、現給保障の段階的廃止、地域手当の支

給割合20％カット、地域手当の異動保障凍結、地域勤務型職員の

本給減額

⑤平成24年度 本給５％カット、昇給の停止、現給保障の廃止、地域手当の支給割合

20％カット、地域手当の異動保障凍結、地域勤務型職員の本給減額

「国家公務員の給与改定及び臨時特例に関する法律（平成24年法律第２号）」に基づ

く国家公務員の給与見直しに関連して、以下の措置を実施した。

【役員】

①平成24年４月から国家公務員に準じた率（本給月額の削減率9.77％）で支給額から

の減額を実施した（平成26年３月まで）。

②国家公務員の給与見直しに準拠して、平成24年３月に本給月額を0.5％引き下げた

（平成23年４月から平成24年２月分については平成24年７月期業績手当で調整）。

【職員】

①平成24年７月から等級に応じて、国家公務員に準じた率（本給月額の4.77％～9.77

％）で支給額からの減額を実施した（平成26年３月まで）。なお、平成24年４月か

ら平成24年６月分については、平成24年７月期業績手当で調整。

②給与改定については、国家公務員に準拠して平成24年12月から実施した（平成23年

４月から平成24年３月分相当については平成24年７月期業績手当、平成24年４月か

ら平成24年11月分相当については平成24年12月期業績手当で調整）。

給与水準については、国家公務員に準じた取組のほかに、本給カット等の機構独自の

給与抑制措置を実施したことにより、本中期目標期間において対国家公務員指数（ラス

パイレス指数）は、年齢勘案で７．４ポイント、地域・学歴勘案で５．８ポイント低減

した。

この給与水準の検証結果及び適正化に向けた取組状況について、ホームページ等にお

いて毎年公表した。



( 49 )

(５) コスト構造改善の推進 （４０８頁）

中期目標

「公共事業コスト構造改善プログラム」に基づく施策を実施し、できるだけ安価

に水を供給する観点から工事等のコスト縮減に取り組むこと。

平成２０年度に策定した「水資源機構コスト構造改善プログラム」の推進により、各

事業において、計画・設計の見直し、入札・契約の見直しなどのコスト縮減を図った結

果、平成２４年度に機構で実施した総合コスト改善率は１５．２％（物価変動を考慮し

ない値）となり、中期計画に掲げた平成１９年度比較１５％の目標を達成した。

(６) 事業費の縮減 （４１２頁）

中期目標

事業費については、新築･改築事業費を除き、第１期中期目標期間の最終年度（平

成19年度）と中期目標期間の最終年度と比較して12％縮減すること。

また、新築・改築事業については、事業費及び事業の進捗状況を適切に管理し、

円滑な業務執行を図ること。

平成２４年度予算は、平成１９年度予算と比較して、約２８％減となり、中期目標の

目標（１２％減）を達成した。

また、新築・改築事業においては事務的経費の節減、総合的なコストの縮減等を行う

などの円滑な業務執行を図った。
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(７) 適切な資産管理

中期目標

保有資産の見直しを計画的に実施するとともに、事業資産の管理をより適正に行

うこと。

① 事業資産の管理 （４１６頁）

平成２０年度に固定資産管理システムを導入し、事務の合理化を図るとともに、当

システムの円滑な運用を図るため、マニュアルの改訂を行い、担当者会議において各

事務所の担当者への周知を図るなど適正な資産管理に取り組んだ。

② 保有資産の見直し

１）本社宿舎の見直し （４１８頁）

宿舎の処分については、独立行政法人通則法に基づき譲渡することとして、平成２

０年度から検討を進めてきたところである。しかしながら、平成２２年１１月に通則

法の一部が改正され、業務の見直し等により不要となった政府からの出資又は支出に

係る財産については、主務大臣の認可を受けて国庫に納付（現物納付）又は譲渡収入

を国庫に納付することとされた。このため、処分方法について再検討するとともに、

主務省や関係機関と通則法の手続きや諸課題について整理、検討を進め、平成２４年

１月に本社の宿舎は、政府からの出資に係る財産であることから国庫に現物納付する

こととなった。

平成２４年度において、各宿舎の現物納付に向けて所管財務事務所と協議を進め、

高円寺宿舎及び常盤平宿舎については現物納付の協議が概ね整ったところであるが、

高島平宿舎については存置されている建物基礎杭の取扱いを巡って協議が継続とな

り、寺尾台宿舎については存置されている建物基礎杭の取扱いを巡って現物納付の協

議が整わなかったことから、売却処分（譲渡収入を国庫納付）に変更した。この結果、

処分を計画していた４宿舎は本中期目標期間中の処分には至らず、平成２５年度中に

処分することとなった。

宿舎の集約を図るため、平成２４年９月に本社近傍地（さいたま市見沼区）に新宿

舎を完成させ、遠距離となっている宿舎（百合ヶ丘宿舎・川崎市）の処分に向けて入

居者の退去を平成２５年３月末にほぼ完了させた。

２）本社以外の宿舎の見直し （４２０頁）

処分を計画していた本社以外の１８宿舎の処分については、売却処分によることと

して平成２０年度から検討を進め、平成２２年３月に政府からの支出が無い東山宿舎

（名古屋市）を名古屋市の公園用地として売却処分した。しかしながら、平成２２年

１１月に独立行政法人通則法の一部が改正され、業務の見直し等により不要となった

政府からの出資又は支出に係る財産については、主務大臣の認可を受けて国庫に納付

（現物納付）又は譲渡収入を国庫に納付することとされた。本社以外の宿舎は、建設

費に利水者からの支出が含まれるものがあることから国庫への現物納付は出来ないた
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め、主務省や関係機関へ処分方法について確認する必要が生じ、確認の結果、平成２

４年１月に売却処分することとなった。

平成２５年３月に政府からの支出が無く主務大臣の認可を要しない楽園宿舎（名古

屋市）の一部について名古屋市の公園用地として売却処分した。

楽園宿舎の残りを含む１７宿舎のうち、１宿舎については随意契約による処分の協

議を行ったが、協議が整わず処分には至らなかった。残りの１６宿舎については、売

却処分に必要な不動産鑑定評価、用地境界確定作業及び分筆登記等の手続きを実施し

たところであるが、用地境界確定作業等に時間を要し、入札公告を平成２５年２月～

３月に実施することとなった。入札を実施することができた７宿舎のうち、佐渡宿舎

（名古屋市）、鏡ヶ池宿舎（名古屋市）及び瑞穂寮（名古屋市）の３宿舎については、

売買契約を締結することができたものの処分には至らず、その他の４宿舎については

入札不調となり、うち２宿舎については速やかに再公告を行ったものの、入札手続き

及び売買契約の締結は平成２５年度となった。残りの９宿舎については、本中期目標

期間内に入札手続きを終えることができなかった。この結果、処分を計画していた１

８宿舎のうち１７宿舎について、本中期目標期間中の処分には至らず平成２５年度中

に処分することとなった。

処分を計画していた宿舎以外では、政府からの支出が無く主務大臣の認可を要しな

い牧尾宿舎（長野県）について、木曽郡木曽町の社会福祉施設として平成２３年３月

に売却処分したところである。

なお、低利用宿舎については、今後処分が可能となるよう効率的かつ適正な入居先

の調整を行ったところである。

３）会議所の見直し （４２２頁）

平成20年度に、利用頻度の低かった本社保有の氷川分室を売却処分したのをはじめ、

千葉用水(２ヶ所)、長良川河口堰、筑後川下流の４会議所の処分を行った。

平成21年度には、利根川下流総合管理所(２ヶ所)、岩屋ダム管理所、川上ダム建設

所、木津川ダム総合管理所及び大山ダム建設所の６会議所の処分を、さらに平成22年

度には、沼田総合管理所の会議所を廃止し、倉庫へ用途替えを行い、会議所等の処分

等を完了した。
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３ 予算（人件費の見積りを含む）、収支計画及び資金計画 （４２４頁）

中期目標

「２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項」及び

「３ 業務運営の効率化に関する事項」で定めた事項について配慮するとともに、中

期目標期間中に計画される事業量等に基づき中期計画の予算を作成し、当該予算に

よる業務運営を行うこと。

中期計画に掲げた予算（収入予算：約１兆２，６５５億円、支出予算：約１兆２，９

５０億円）に基づいて、適正に業務運営を行った。

４ 短期借入金の限度額 （４３２頁）

本中期目標期間中、短期借入金の借入については、中期計画に定める限度額の単年度

３００億円の範囲内で、以下のとおり行った。

・平成２０年度 ４８億円

・平成２２年度 １５０億円

５ 重要な財産の処分等に関する計画 （４３４頁）

○戸倉ダム建設事業において取得した財産の処理

戸倉ダム建設事業において取得した事業用地については、適切な用地保全を行うとと

もに、地元が要望する隣接土地所有者の山林維持管理等へ配慮しつつ、適切な処理に向

けた検討を行った。

○宿舎

２．（７）②保有資産の見直しにおいて処分することとしている宿舎のうち、取得価

格が３０百万円以上の重要な財産として別表７に掲げている本社宿舎の処分について

は、独立行政法人通則法に基づき譲渡することとして、平成２０年度から検討を進めて

きたところである。しかしながら、平成２２年１１月に通則法の一部が改正され、業務

の見直し等により不要となった政府からの出資又は支出に係る財産については、主務大

臣の認可を受けて国庫に納付（現物納付）又は譲渡収入を国庫に納付することとされた。

このため、処分方法について再検討するとともに、主務省や関係機関と通則法の手続き

や諸課題について整理、検討を進め、平成２４年１月に本社の宿舎は、政府からの出資

に係る財産であることから国庫に現物納付することとなった。平成２４年度において、

各宿舎の現物納付に向けて所管財務事務所と協議を進め、高円寺宿舎及び常盤平宿舎に

ついては現物納付の協議が概ね整ったところであるが、高島平宿舎については存置され

ている建物基礎杭の取扱いを巡って協議が継続となり、寺尾台宿舎については存置され

ている建物基礎杭の取扱いを巡って現物納付の協議が整わなかったことから、主務省と

協議の結果、売却処分（譲渡収入を国庫納付）に変更した。この結果、処分を計画して

いた４宿舎は本中期目標期間中の処分には至らず、平成２５年度中に処分することとな

った。

２．（７）②保有資産の見直しにおいて処分することとしている宿舎のうち、取得価
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格が３０百万円以上の重要な財産として別表７に掲げている本社以外の宿舎について

は、売却処分によることとして平成２０年度から検討を進めてきたところである。しか

しながら、平成２２年１１月に独立行政法人通則法の一部が改正され、業務の見直し等

により不要となった政府からの出資又は支出に係る財産については、主務大臣の認可を

受けて国庫に納付（現物納付）又は譲渡収入を国庫に納付することとされた。本社以外

の宿舎は、建設費に利水者からの支出が含まれるものがあることから国庫への現物納付

は出来ないため、主務省や関係機関へ処分方法について確認する必要が生じ、確認の結

果、平成２４年１月に売却処分することとなった。平成２５年３月に政府からの支出が

無く主務大臣の認可を要しない楽園宿舎（名古屋市）の一部について名古屋市の公園用

地として売却処分した。楽園宿舎の残り、川戸宿舎（千葉市）、千町宿舎（滋賀県大津

市）及び亀岡宿舎（京都府亀岡市）については、売却処分の実施に必要な不動産鑑定評

価、用地境界確定作業及び分筆登記等の手続きを実施したところであるが、用地境界確

定作業等に時間を要し、入札公告を平成２５年２月～３月に実施することとなった。楽

園宿舎については入札不調となり、速やかに再公告を行ったものの、入札手続き及び売

買契約の締結は平成２５年度となった。川戸宿舎、千町宿舎及び亀岡宿舎の３宿舎につ

いては本中期目標期間内に入札手続きを終えることができなかった。この結果、処分を

計画していた４宿舎は本中期目標期間中の処分には至らず、平成２５年度中に処分する

こととなった。

６ 剰余金の使途 （４３８頁）

剰余金の使途については、独立行政法人水資源機構法第31条の積立金の処分により利

水者等へのサービスの向上や機構の経営基盤の強化に資する業務の財源充当することを

予定しているため、各年度の当期総利益の全額を、独立行政法人通則法第４４条第１項

の規定により、積立金として整理した。また、平成２３年度は、当期総損失約２９億円

が生じたが、これについては、積立金を減額して整理した。
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７ その他業務運営に関する重要事項

（１）施設・設備に関する計画 （４４０頁）

中期目標

機構の保有する宿舎、研修施設又は実験設備等については、必要な機能を長期間

発揮できるよう、的確な維持管理に努めるとともに計画的な整備・更新を行うこと。

中期目標期間中に実施した施設整備・更新及び改修等で主なものは以下のとおりであ

る。

・宿舎等更新（本社宿舎新築等） 約４５２百万円

・試験研究機器更新（繰り返し三軸試験装置等更新）約 ５１百万円

・情報機器更新（サーバー更新等） 約２１０百万円

(２) 人事に関する計画

中期目標

人員の適正配置により業務運営の効率化を図ること。

１）要員配置の見直し （４４２頁）

本社・支社局及び全事務所の要員配置計画を平成２０年度から毎年作成し、計画的

に要員配置の見直しを行った。

地域勤務型制度については、５０才以上とした年齢制限を撤廃し、事由による申請

制度に変更することにより対象範囲を拡大した。これにより、本人等の病気療養や親

の介護等にも対応が可能となり、職員が安心して働ける職場づくりと、地域に密着し

た人材の育成等の推進を図った。

２）人員の適正な配置 （４４４頁）

最盛期にある豊川用水二期事業、武蔵水路改築事業、大山ダム建設事業等に重点的

な人員配置を行い、事業の計画的な進捗を図った。

事務系及び技術系職員が一体となって業務推進を図る体制を執り、多角的な対応を

進めていくために、総務部、経営企画部、環境室、技術管理室、中部支社、筑後川局、

千葉用水総合管理所、群馬用水総合事業所、豊川用水総合事業部、長良川河口堰管理

所、川上ダム建設所、池田総合管理所、朝倉総合事業所等において、広報、予算、環

境等の各部門で事務系職員と技術系職員の交流配置を行った。
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(３) 積立金の使途 （４４６頁）

中期目標

積立金の使途については、利水者等の負担軽減を図るために活用すること。

平成２０年度において、前中期目標期間から繰り越した積立金の総額は約９８７億円

であり、このうち、独立行政法人水資源機構法第３１条に係る積立金の国土交通大臣の

処分承認を受け、今中期目標期間において約５０９億円を活用し、国及び利水者負担の

軽減に資する取組に充当した。

今中期目標期間においては、以下のとおり活用した。

① 退職給付引当金負担軽減積立金 ： ８，３１６百万円

② 管理業務費負担軽減積立金 ： 約３，０６６百万円

③ 管理特定業務費積立金 ： 約４，１６３百万円

④ 施設整備積立金 ： 約 ９０９百万円

⑤ 事業調整積立金 ： － 百万円

⑥ 経営基盤強化積立金 ： 約５，８３３百万円

⑦ 維持管理費等負担軽減積立金 ： 約６，４６９百万円

⑧ 管理業務人件費負担軽減積立金 ： 約３，２２６百万円

(４) その他当該中期目標を達成するために必要な事項

中期目標

① 利水者負担金に関する事項

利水者の負担金の支払方法について、前払いする方式の活用など利水者の要望も

踏まえ適切に対処すること。

② 中期目標期間を超える債務負担

① 利水者負担金に関する事項

１）前払い方式の活用 （４５０頁）

前払い方式については、利水者へ前払い方式（当該年度支払及び一時支払）と従来

方式（割賦償還方式）による負担額等に関して情報提供を行い、協議した結果、前払

い方式による負担期の納付を受けている。

２）支払方法の検討 （４５２頁）

平成２３年度、都市用水の負担金の支払方法について、元利均等半年賦支払のみで

あったところを、利水者の要望を踏まえ、機構が返済する毎期の元利償還額と同額を、

利水者の毎期の元利支払額とする方法を導入した。この方法は、将来の金利変動にか

かわらず、機構に損益が発生しないことが特徴である。
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３）繰上償還の受入 （４５４頁）

利水者の割賦負担金の利子負担の軽減を図るため、償還利子率が５％以上の割賦負

担金について、平成１９年度末の割賦元金の残高約３，０００億円に対して、第２期

中期目標期間の繰上償還受入枠をその２分の１の約１，５００億円とし、平成２０年

度から年間の受入枠を３００億円に拡大した。

第２期中期目標期間においては、合計約１，５５５億円（平成２０年度：約３２３

億円、平成２１年度：約３１７億円、平成２２年度：３１０億円、平成２３年度：約

３０４億円、平成２４年度：約３００億円）の繰上償還を受け入れた。

② 中期目標期間を超える債務負担 （４５６頁）

中期目標期間を超える債務負担は、各年度計画に計上された債務負担限度額の範囲

内で、以下のとおり行った。

・平成２１年度 ダム等事業 １件 約 ２百万円

用水路等事業 ２件 約 １，４６６百万円

施設管理 ３件 約 １百万円

・平成２２年度 ダム等事業 ６件 約１５，４２４百万円

施設管理 ８件 約 １，０４５百万円

事務機器借入等 ４件 約 ９２百万円

・平成２３年度 ダム等事業 ９件 約 ７，５４７百万円

用水路等事業 ６件 約 １，６４３百万円

施設管理 ５２件 約 ５０１百万円

施設整備 ２８件 約 １，２７２百万円

・平成２４年度 ダム等事業 ４９件 約 ７，１９９百万円

用水路等事業 ５３件 約１０，５７６百万円

施設管理 １５８件 約 ４，２１４百万円

受託業務 ３件 約 ３９百万円

施設整備 ３６件 約 １，７０９百万円

事務所借入れ等 １６件 約 １，０２３百万円


